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はじめに 
 

気象庁は、世界気象機関（WMO）をはじめとする国内外の関係機関と協力し、長期間にわた

り高精度の観測を続け、蓄積したデータを分析して気候変動を監視しています。そしてその成果

を「気候変動監視レポート」として毎年刊行しています。また、2020 年 12 月には、文部科学省

と共同で「日本の気候変動 2020」を公表しました。その中で、これまでに蓄積された気候と海洋

の長期変動に関する知見の紹介と合わせて、21世紀末の日本に対する 2つの将来予測、すなわち、

現時点を超える追加的な地球温暖化対策（緩和策）が取られずに温暖化が進行した将来と、パリ

協定における温室効果ガス削減目標が達成された将来とを対比して、それぞれの予測内容を紹介

しています。 

沖縄気象台でも、県内各地域における気温や降水量、真夏日・熱帯夜の日数といった気候の変

化や、沖縄周辺の海面水温など海洋関連の情報をまとめたレポートを毎年公表しており、このた

び 2021 年までの最新データとその分析結果を掲載した「沖縄の気候変動監視レポート 2022」を

刊行しました。 

 

2021 年の沖縄地方を振り返ると、5 月の高温に続き、6 月には、近年の大雨災害の多くをもた

らしている線状降水帯に関する情報として気象庁が今年度から新たに提供を始めた「顕著な大雨

に関する情報」を全国に先駆けて発表しました。7 月以降も、台風が非常に発達して接近する予

測により、管内で幾度か警戒体制を取る状況になりました。しかしながら、幸いにも人命に関わ

る被害はなく、気象災害の面からは比較的穏やかな年だったと言えるでしょう。 

一方で全国に目を向ければ、7 月の九州地方を中心とする大雨や、8 月の西日本から東日本の広

い範囲にかけての大雨により各地で多くの災害が発生しました。事後の解析からは、地球温暖化

の進行に伴う長期的な水蒸気量の増加が降水量の増加を後押しした可能性が示唆されています。 

昨年 8 月に公表された、国連の気候変動に関する政府間パネル（IPCC）の第 6 次評価報告書・

第 1 作業部会報告書においても、地球温暖化によって大雨や高温といった極端な現象が長期的に

増加すると指摘されており、引き続き気候変動の実態をしっかり監視していく必要があります。 

 

2018 年に施行された「気候変動適応法」は、気候変動により顕在化しつつあるさまざまな影響

を回避・軽減するための「適応策」を推進するものです。2018 年 11 月に策定された国の「気候

変動適応計画」を踏まえ、昨年 3 月に「沖縄県気候変動適応計画」が策定されました。また、政

府は 2050 年に二酸化炭素の排出量を実質ゼロにする目標を掲げ、工業化前と比べた今世紀末の

気温上昇を 2℃（できれば 1.5℃）に抑えることを目指す「緩和策」も実行に移されつつあります。 

本レポートが、沖縄における気候変動に関する理解の一助となり、地方公共団体や事業所・各

家庭などにおける気候変動対策の取組に活用されることを期待します。 

2022 年 3 月 

沖縄気象台長 多田 英夫 
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序章 沖縄の気候 

沖縄地方は近海を黒潮が流れ、暖かい海に囲まれていることもあり、一年を通して温暖な気候

である。年間の気温差は小さく、沖縄地方の四季の変化は本土に比べて明瞭ではない。沖縄地方

各地の年間降水量は大東島地方を除いて 2,000mm を超え、日本国内では比較的雨が多い地域で

ある（図 1）。 

春（3～5 月）は、天気が周期的に変わることが多く、寒気が入り肌寒さを感じる日もあるが、

梅雨に向け次第に蒸し暑くなっていく。 

沖縄の平年の梅雨入りは 5 月上旬で、梅雨明けは 6 月下旬である。沖縄の梅雨は、強い雨が降

ったかと思うと晴間が現れるなど、雨の降り方の変化が激しい。5～6 月の降水量は 300～600mm

に達する。 

梅雨明け後の夏（6～8 月）は、太平洋高気圧に覆われて晴れの日が多くなり、紫外線も強くな

る。周りを海に囲まれた海洋性の気候のため、真夏でも極端に暑くなることはなく、猛暑日（日

最高気温 35℃以上）になることは稀である。 

夏から秋（9～11 月）にかけては、太平洋高気圧の縁を北上する台風の影響を多く受ける（図 2）。

台風の勢力は沖縄に近づく頃最も強くなり、移動する速度が遅くなることから、沖縄では長い時

間台風の影響を受けることになる。8～9 月の降水量は梅雨期（5～6 月）と同程度の 300～600mm

に達する。台風が接近すると大雨、暴風、高波、高潮などによる災害が発生するおそれがあり、

交通障害や停電など社会活動に大きな影響を及ぼす。その一方で、恵みの雨をもたらし、海の表

層をかき混ぜて海面水温の極端な上昇を抑えるといった効果もある。 

秋は、10 月頃までは晴れの日が多く、夏日（日最高気温 25℃以上）となる日も多いが、気温

は徐々に下がり始める。11 月を過ぎ、低気圧の通過後に冬型の気圧配置が現れるようになると、

大陸からの寒気の影響を受け、曇りの日が増える。 

冬（12～2 月）は、大陸の寒気が暖かい東シナ海を通過するときに雲が発生し、曇りや雨の日

が多くなる。冬でも日平均気温は 15℃以上と比較的暖かいが、北よりの季節風が強い。 

図 3 に、沖縄地方平均（※）の日降水量 100mm 以上及び 1mm 以上の月別日数（1991～2020

年の平年値）を示す。 

日降水量 100mm 以上の日数は、5～6 月の梅雨期と、8～10 月の台風シーズンに出現数が多く

なり、特に 8～9 月は平均的に 2 年に 1 日程度の割合で出現している。 

日降水量 1mm 以上の日数は、梅雨期や台風シーズンよりも 1～3 月に多くなっており、平均す

ると月に 12 日程度の割合で出現している。 

 

※ 沖縄地方平均は、那覇・名護・久米島・宮古島・石垣島・西表島・与那国島の 7 地点平均値。 

 

  
※ 平年値に関するお知らせ 

 気象庁では、2021（令和 3）年 5 月 19 日から、1991～2020 年の観測値による新しい平

年値の使用を開始しました。また同日より、沖縄地方の地域平均平年差（比）は、従来使

用していた那覇・久米島・宮古島・石垣島・与那国島の 5 地点に名護・西表島を加え、7

地点の平年差（比）を平均して求めることに変更しました。 
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年平均気温：23.3℃ 年降水量：2161.0mm      年平均気温：22.8℃ 年降水量：2120.7mm 

 
年平均気温：23.2℃ 年降水量：2243.5mm      年平均気温：23.5℃ 年降水量：1639.3mm 

 
年平均気温：23.8℃ 年降水量：2076.0mm      年平均気温：24.5℃ 年降水量：2095.5mm 

 
年平均気温：23.9℃ 年降水量：2240.0mm      年平均気温：24.0℃ 年降水量：2323.0mm 

 

図 1 沖縄の主な地点における月平均気温及び月降水量の平年値（統計期間：1991～2020 年） 
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図 3 沖縄地方平均の日降水量 100mm 以上（左）及び日降水量 1mm 以上（右）
の月別発生回数の平年値（統計期間：1991～2020 年） 

 

図 2 台風の月別の平均的な経路 

（実線は主な経路、破線はそれに準ずる経路） 

台風の寿命（台風の発生から熱帯低気圧または温帯低気圧に変わるまでの期間）は 30 年間

（1991～2020 年）の平均で 5.2 日ですが、中には昭和 61(1986)年台風第 14 号の 19.25 日とい

う長寿記録もあります。長寿台風は夏に多く、不規則な経路をとる傾向があります。 

（気象庁ホームページより。） 
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第１章 2021 年の沖縄の天候と海況  

1.1 2021 年の天候の特徴 

 

 

（1）天候の推移 

沖縄地方の年間日照時間の地域平均平年比は 112％でかなり多くなり、統計を開始した 1946

年以降 3 番目に多く（3 位タイ）、特に 2 月は統計開始以降、最も多い値を更新した（詳細は 1.3

（1）に記載）。 

沖縄地方の年平均気温の地域平均平年差は+0.4℃で高く、統計を開始した 1946 年以降 5 番目

に高く（5 位タイ）、特に 5 月は統計開始以降、最も高い値を更新した。年降水量の地域平均平

年比は 95％で平年並だった。図 1.1.1 に 2021 年の沖縄地方における旬平均気温の地域平均平年

差の推移を、図 1.1.2 に旬降水量の地域平均平年比の推移を、図 1.1.3 に旬日照時間の地域平均平

年比を示す。 

 

（2）台風の動向 

台風の年間発生数は 22 個で平年より少なかった（平年値は 25.1 個）。沖縄県への台風の年間

接近数1は 7 個（平年値は 7.7 個）だった。例年台風の発生が多い 8 月は 4 個（平年 5.7 個）、9

月は 4 個（平年 5.0 個）で平年を下回った。 

 

（3）梅雨期の動向 

沖縄地方の梅雨入りは 5 月 5 日ごろ（平年は 5 月 10 日ごろ）で早く、梅雨明けは 7 月 3 日ご

ろ（平年 6 月 21 日ごろ）でかなり遅かった。梅雨の時期（5～6 月）の降水量の地域平均平年比

は 140％で平年より多く、日照時間の地域平均平年比は 99％だった。 

 

詳細は「沖縄地方の天候 2021 年（令和 3 年）」を参照。 

（https://www.data.jma.go.jp/okinawa/data/tenko/year/tenkou2021.pdf） 

  

                                                   
1 沖縄県に台風が接近するとは、台風の中心が那覇・名護・久米島・南大東島・宮古島・石垣島・西表島及び与

那国島のいずれかの気象台又は特別地域気象観測所から 300km 以内を通過することをいう。1個の台風が複数の

月にまたがって接近する場合があるため、月別の接近数の合計と年間の接近数が一致しない場合がある。 
 

○ 沖縄地方の 5月の平均気温が、統計を開始した 1946 年以降最も高かった。 

○ 沖縄地方の 2月の日照時間が、統計を開始した 1946 年以降最も多かった 
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1991～2020 年の 30 年間に出現した気温などの値について、上位 1/3 以上を「高い（多い）」、

下位 1/3 以下を「低い（少ない）」とし、それらを除く中央の 1/3 の範囲を「平年並」としている。

また、上位 1/10 を「かなり高い（多い）」、下位 1/10 を「かなり低い（少ない）」としている。 

 そのほか 1.1 で使用している「地域平均平年差」等の用語については、次のリンク先を参照され

たい。 

「天気予報等で用いる予報用語」の「表現に関する用語」 

https://www.jma.go.jp/jma/kishou/know/yougo_hp/hyougen.html 

「気象庁観測予報指針 第 1 部」第 4 部、第 5 部 

 https://www.data.jma.go.jp/obd/stats/data/kaisetu/shishin/shishin_4.pdf 

 https://www.data.jma.go.jp/obd/stats/data/kaisetu/shishin/shishin_5.pdf 
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図 1.1.1 2021 年の沖縄地方における旬平均気温の地域平均平年差の推移 

同一の月にある 3本の棒グラフは左から順に上旬（1～10 日）、中旬（11～20 日）、下旬（21～末日）

の地域平均平年差を表している。 

図 1.1.3 2021 年の沖縄地方における旬日照時間の地域平均平年比の推移 

同一の月にある 3本の棒グラフは左から順に上旬、中旬、下旬の地域平均平年比を表している。 

図 1.1.2 2021 年の沖縄地方における旬降水量の地域平均平年比の推移 

同一の月にある 3本の棒グラフは左から順に上旬、中旬、下旬の地域平均平年比を表している。 
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1.2 2021 年の海況の特徴 

 

 

（1）海面水温の動向 

沖縄周辺海域の海面水温は、2 月、3 月は平年より高かった。5 月は平年よりかなり高く、6 月

も平年より高かった。7 月、8 月は平年より低かったが、9 月は平年よりかなり高く、10 月も平

年より高かった。 

図 1.2.1 に 2021 年 1～4 月の沖縄周辺海域における海面水温を、図 1.2.2 に 5～8 月の海面水温

を、図 1.2.3 に 9～12 月の海面水温を示す。 

 

※ 1991〜2020 年の 30 年間に出現した海面水温の上位 1/3 以上を「平年より高い」、下位 1/3

以下を「平年より低い」とし、それらを除いた中央 1/3 の範囲を「平年並」としている。また、

上位（下位）1/10 以上（以下）を「平年よりかなり高い（低い）」としている。 

○ 沖縄周辺海域の海面水温は、5月、9月は平年よりかなり高かった。 

○ 大東島地方の海面水位は、6月は甚だ高く、8月、9月は甚だ低かった。 
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図 1.2.1 2021 年 1～4月の沖縄周辺海域における海面水温 

（左：月平均海面水温、右：月平均海面水温平年差） 
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図 1.2.2 2021 年 5～8月の沖縄周辺海域における海面水温 

（左：月平均海面水温、右：月平均海面水温平年差） 
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図 1.2.3 2021 年 9～12 月の沖縄周辺海域における海面水温 

（左：月平均海面水温、右：月平均海面水温平年差） 
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（2）海面水位の動向 

沖縄本島地方： 8 月はかなり低かった。そのほかはやや低い、又は例年並だった。 

先島諸島  ： 石垣島では、1 月、8 月、10 月はかなり低く、6 月及び 7 月はかなり高かった。

与那国島では 8 月はかなり低かった。そのほかはやや低いからやや高い状態だ

った。 

大東島地方 ： 6 月は甚だ高く、3 月、7 月及び 11 月はかなり高かった。一方、8 月及び 9 月

は甚だ低く、4 月及び 5 月はかなり低かった。そのほかはやや低いからやや高

い状態だった。 

 

 

図 1.2.4 2021 年の月平均潮位偏差分布 

月平均潮位偏差とは、最近 5 年間の潮位の月平均値からの差で、正(負)の値は最近 5 年間の月平均値より高い(低

い)ことを示している。偏差は、図の下方にあるスケールと同じ色で分類されている。 

偏差を ΔH とすると、ΔH の分類は以下のとおり（単位 cm を省略している）。  

甚だ低い：ΔH < -20  かなり低い：-20 ≤ ΔH < -10  やや低い：-10 ≤ ΔH < -5 

例年並：-5 ≤ ΔH < +5 

やや高い：+5 ≤ ΔH < +10  かなり高い：+10 ≤ ΔH < +20  甚だ高い：+20 ≤ ΔH 
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1.3 2021 年の特徴的な現象 

 

 

（1）沖縄地方の 5月の平均気温が過去最高 

2021 年 5 月の沖縄地方の地域平均平年差は＋1.9℃となり、5 月としては統計を開始した 1946

年以降最も高い値を更新した。 

その要因として、上空を流れる偏西風が蛇行して、日本付近で平年よりも北を流れたことによ

り、梅雨前線が沖縄地方の北側にある状態が続いたことに加え、太平洋高気圧が強まったことが

挙げられる。このため沖縄地方は勢力の強い太平洋高気圧に覆われて晴れた日（日照）が多くな

るとともに、南からの暖かい空気が流れ込んで気温の高い状態になった（図 1.3.1）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 1.3.1 2021 年 5月の大気の流れ 

偏西風の蛇行と太平洋高気圧の強まりの原因は、いずれもインド洋における対流活動が活発だったことが影響

していると考えられる。この影響でインド洋からインドネシア付近にかけての赤道域の気圧が低くなった結果、

太平洋西部から北東風が吹き込んだため、太平洋西部では大気下層で発散場となり、太平洋高気圧の強まりをも

たらしたと考えられる。 

  

○ 沖縄地方の 5月の平均気温が、統計を開始した 1946 年以降最も高かった。 

○ 沖縄地方の 2月の日照時間が、統計を開始した 1946 年以降最も多かった。 

○ 沖縄周辺海域で、9月及び 10 月の平均海面水温が最も高い値となった。 
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（2）沖縄地方の 2月の日照時間が、統計を開始した 1946 年以降最多 

 2021 年 2 月の沖縄地方の月間日照時間は、地域平均平年比が 179％となり、2 月としては統計

を開始した 1946 年以降最も多い値を更新した。 

 大陸から東進してきた移動性高気圧に覆われることが多かったこと、さらにシベリア高気圧

の張り出しが弱く寒気の流入が弱かったため、寒気に伴う雲の発生が少なかったことが影響して

日照時間が著しく多くなったと考えられる（図 1.3.2）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.3.2 2021 年 2 月の大気の流れ 

上空を流れる偏西風が日本付近で北に蛇行し、シベリア高気圧の日本付近への張り出しが弱かったため、寒気の

影響を受けにくかった。 
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（3）沖縄周辺海域で、9月及び 10 月の平均海面水温が過去最高 

沖縄周辺海域では 9 月に、東シナ海南部の海域では 10 月に、それぞれ海面水温の解析値が存在す

る 1982 年以降で最も高くなった。 

9 月は、太平洋高気圧に覆われて晴れた日が多く、海面が平年より多くの日射を受けたことに加

え、平年より風が弱かったことも重なり、海面水温が平年よりかなり高くなった。 

10 月は、東シナ海南部では前月に引き続き、高気圧に覆われて晴れの日が多く、平年より風が弱

く、暖かく湿った空気の影響も重なり、海面水温が平年よりかなり高くなった。 

図 1.3.2 に 2021 年 9 月の月平均海面水温分布図及び平年差分布図を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.3.2 2021 年 9月の月平均海面水温分布図（左）及び平年差分布図（右） 

人工衛星とブイ・船舶による観測値から解析された海面水温及びその平年差。平年値は 1991 年から 2020 年の

平均値。水温及び平年差は、図の右にあるスケールで色分けされている。 

図中の緑枠（北緯 25～30 度、東経 120～130 度）は「東シナ海南部」、青枠（北緯 25～30 度、東経 130～140

度）は「沖縄の東」、黄枠（北緯 20～25 度、東経 120～130 度）は「沖縄の南」として海面水温を平均する領域

を示す。 
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第２章 沖縄の気候の経年変化 

気象庁では長期間の気候の変化を監視するために、過去 100 年余りの気温や降水量の長期変化

傾向などを調査している。本章では沖縄の気温、降水量、台風、生物季節現象の経年変化につい

て記述する。以下で述べる「偏差」とは「平年値」との差を意味し、ここで用いている平年値は

1991～2020 年の 30 年間の平均値である。 

※ 沖縄地方の地域平均について、2021 年 5 月 19 日から新平年値（1991～2021 年平均値）使用

に移行するとともに、従来用いていた 5 地点（那覇・久米島・宮古島・石垣島・与那国島）に、

名護と西表島の 2 地点を加えた 7 地点で平均することになった。これに合わせて統計期間を見直

し、本資料においては那覇と石垣島の 2 地点のデータがある 1897 年を統計の開始として扱って

いたものを、気象庁が天候に関する資料として用いている 1946 年（冬は 1947 年）を統計の開始

として扱うこととした。各地点の統計の開始はそれぞれの統計開始年である。 

2.1 沖縄の気温の経年変化  

 

 

（1）平均気温 

表 2.1.1 に、沖縄における年平均気温（沖縄地方平均は偏差）の長期変化傾向を示す。図 2.1.1

に年平均気温（沖縄地方平均は偏差）の経年変化を示す。また、季節別の平均気温（沖縄地方平

均は偏差）の長期変化傾向について、図 2.1.2 に春を、図 2.1.3 に夏を、図 2.1.4 に秋を、図 2.1.5

に冬を示す。横軸の▲印は、観測所の移転等の影響によってその前後でデータが均質でないこと

を 表 す 。 那 覇 、 名 護 、 西 表 島 は 移 転 の 影 響 を 取 り 除 く 補 正 （ 大 野 ほ か , 2011

（https://www.jma.go.jp/jma/kishou/books/sokkou/78/vol78p031.pdf））を行っており、この

処置を行ったデータを用いて算出した沖縄地方平均にも▲印を付けている。 

 

（ア） 年平均気温 

年平均気温は、沖縄地方平均及び全地点で、長期的に有意な上昇傾向がみられ、沖縄地方平均

では、100 年あたり 1.69℃の上昇となっている。（統計処理については、付録 A.2.1(5)による）。

沖縄地方平均の直近 50 年である 1971 年以降の変化傾向は 100 年あたり 2.37℃の上昇となって

おり、近年の昇温が著しい。 

沖縄で 100 年以上の統計期間を有する地点は、那覇・石垣島の 2 地点で、100 年あたりの変化

傾向は那覇で 1.20℃、石垣島で 1.27℃の上昇であった。その他の地点における 100 年あたりの変

化傾向を見ると、名護：2.09℃、久米島：2.18℃、南大東島：1.36℃、宮古島：1.51℃、西表島：

1.28℃、与那国島：1.55℃の上昇であった。 

 

○ 沖縄地方平均の年平均気温は、100 年あたり 1.69℃の割合で上昇している。 

○ 沖縄の真夏日、熱帯夜の年間日数は増加している。 
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（イ） 季節別の平均気温 

① 春（3～5 月） 

春の平均気温の 100 年あたり変化傾向は、沖縄地方平均で 1.24℃の上昇となっている。那覇

で 1.27℃、宮古島で 1.31℃、石垣島で 1.16℃の上昇となっており、那覇では年平均気温の上昇

率を上回っている。南大東島と与那国島では統計的に有意な変化傾向はみられない。 

② 夏（6～8 月） 

夏の平均気温の 100 年あたりの変化傾向は、沖縄地方平均で 1.82℃の上昇となっており、季

節別では秋と並んで最大の上昇率となっているいる。地点別に見ると、那覇で 1.37℃、石垣島

で 1.37℃の上昇となっており、いずれも年平均気温の上昇率を上回っている。 

③ 秋（9～11 月） 

秋の平均気温の 100 年あたりの変化傾向は、沖縄地方平均で 182℃の上昇となっており、季

節別では夏と並んで最大の上昇率となっている。地点別に見ると、那覇で 1.25℃、石垣島で

1.47℃の上昇となっており、いずれも年平均気温の上昇率を上回っている。 

④ 冬（12～2 月） 

冬の平均気温の 100 年あたりの変化傾向は、沖縄地方平均で 1.91℃の上昇となっている。地

点別に見ると、那覇で 0.94℃、石垣島で 1.11℃の上昇となっている。 

  

表 2.1.1 年及び季節別の平均気温（沖縄地方平均は偏差）の長期変化傾向 
沖縄地方平均は、那覇・名護・久米島・宮古島・石垣島・西表島・与那国島の７地点平均値。数値は変化傾向

（100 年あたりの変化（℃））を表す。黄色の項目は、変化傾向が有意水準 5%で有意であることを示す。各

季節の統計期間や欠測数については、図 2.1.1～2.1.5 の説明を参照。那覇、名護、西表島は移転の影響を取り

除く補正（大野ほか, 2011（https://www.jma.go.jp/jma/kishou/books/sokkou/78/vol78p031.pdf））を行って

いる。 
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表 2.1.2 沖縄県内の主な観測地点における年及び季節別平均気温の平年値 

沖縄県内の主な観測地点における年及び季節別の平均気温の平年値を示す。平年値の統計期間は 1991～2020

年の 30 年。西表島は 2003 年に観測所の移転があったため、移転の影響を取り除く補正（大野ほか, 2011

（https://www.jma.go.jp/jma/kishou/books/sokkou/78/vol78p031.pdf））を行っている。なお、異なる地点の

データを用いて平均値を求める操作は行わないため、「沖縄地方平均の気温」は求めない。 
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図 2.1.1 年平均気温（沖縄地方平均は偏差）の経年変化 
統計期間 沖縄地方平均：1946～2021 年 1、那覇：1891～2021 年（1923 年、1924 年、1943 年、1944 年、1945

年、1951 年は欠測）、名護：1967～2021 年、久米島：1959～2021 年、南大東島：1943～2021 年（1944～1946

年は欠測）、宮古島：1938～2021 年、石垣島：1897～2021 年、西表島：1957～2021 年、与那国島：1957～2021

年（2018 年は欠測）。沖縄地方平均は那覇・名護・久米島・宮古島・石垣島・西表島・与那国島の 7 地点平均値

（黒線：7 地点が揃っている期間、紫の細線：2 地点以上、7 地点未満の期間）。黒丸と黒線：年ごとの値、青線：

5 年移動平均値、赤の直線：有意な長期変化傾向（赤い線が引かれていない場合は、統計的に有意な長期変化を示

していないことを表す。横軸の▲印は、観測所の移転等の影響によってその前後でデータが均質でないことを表

す。 
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図 2.1.2 春（3～5月）の平均気温（沖縄地方平均は偏差）の経年変化 
統計期間 沖縄地方平均：1946～2021 年、那覇：1891～2021 年（1923 年、1924 年、1945 年、1951 年は

欠測）、名護：1967～2021 年、久米島：1959～2021 年、南大東島 1942～2021 年（。1944 年、1945 年は

欠測）、1938～2021 年（宮古島）、1897～2021 年（石垣島）、1957～2021 年（西表島）、1957～2021 年

（与那国島。2018 年は欠測）。図の見方は図 2.1.1 に同じ。 
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図 2.1.3 夏（6～8月）の平均気温（沖縄地方平均は偏差）の経年変化 
統計期間 沖縄地方平均：1946～2020 年、那覇：1891～2021 年（1923 年、1945 年は欠測）、名護：1967

～2021 年、久米島：1959～2021 年、南大東島：1942～2021 年、宮古島：1938～2021 年、石垣島：1897

～2021 年、西表島：1954～2021 年（1955 年、1956 年は欠測）、与那国島：1957～2021 年。図の見方は

図 2.1.1 に同じ。 
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図 2.1.4 秋（9～11 月）の平均気温（沖縄地方平均は偏差）の経年変化 
統計期間 沖縄地方平均：1946～2021 年、那覇：1890～2021 年（1943 年、1944 年、1945 年は欠測）、名

護：1966～2021 年、久米島：1958～2021 年、南大東島：1942～2021 年（1945 年は欠測）、宮古島：1938

～2021 年、石垣島：1897～2021 年、西表島：1957～2021 年、与那国島：1957～2021 年。図の見方は図 2.1.1

に同じ。 
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図 2.1.5 冬（12～2 月）の平均気温（沖縄地方平均は偏差）の経年変化 
統計期間 沖縄地方平均：1947～2021 年、那覇：1891～2021 年（1923 年、1945 年、1946 年、1951 年は

欠測）、名護：1967～2021 年、久米島：1959～2021 年、南大東島：1943～2021 年（1946 年は欠測）、宮

古島：1938～2021 年、石垣島：1897～2021 年、西表島：1957～2021 年、与那国島：1957～20210 年。図

の見方は図 2.1.1 に同じ。 
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（2）日最高気温、日最低気温 

（ア） 年の変化 

表 2.1.2 は、日最高気温と日最低気温の偏差の長期変化傾向を示したものである。年平均及び

各季節別の日最高気温、日最低気温はいずれも長期的に有意な変化傾向がみられる。 

日最高気温の 100 年あたりの変化傾向は、沖縄地方平均で 1.20℃の上昇となっており、1970

年頃までは低下傾向がみられたが、その後上昇傾向に転じている。日最低気温の変化傾向は 100

年あたり 1.94℃の上昇で、日最高気温の約 1.6 倍の上昇率となっており昇温が顕著である。 

 

（イ） 季節別の変化 

① 春（3～5 月） 

沖縄地方平均における春の日最高気温は有意な上昇傾向がみられず、日最低気温は 100 年あ

たり 1.47℃の上昇となっている。 

日最高気温の 5 年移動平均のグラフ（図 2.1.6）では、1970 年頃までは低下傾向がみられ、

その後変動しながら推移している。日最低気温は、1950 年代に上昇した後、1960 年代に下降

したが、1970 年代以降は上昇傾向となっている。 

② 夏（6～8 月） 

沖縄地方平均における夏の日最高気温は 100 年あたり 1.34℃、日最低気温は 100 年あたり

2.22℃の上昇となっている。夏は他の季節と比べて最低気温の上昇率が最も著しい。 

日最高気温の 5 年移動平均のグラフを見ると、数十年から 50 年周期で変動している。日最低

気温は、1950 年代に上昇した後、1960 年代に下降したが、1970 年代後半からは上昇傾向とな

っている。 

③ 秋（9～11 月） 

沖縄地方平均における秋の日最高気温は 100 年あたり 1.39℃、日最低気温は 100 年あたり

2.08℃の上昇となっている。 

5 年移動平均のグラフを見ると、日最高気温、日最低気温ともに数十年の周期で上昇又は下

降している時期がみられる。 

④ 冬（12～2 月） 

沖縄地方平均における冬の日最高気温は 100 年あたり 1.44℃、日最低気温は 100 年あたり

2.06℃の上昇となっている。冬は他の季節と比べて最高気温の上昇率が最も著しい。また、最

高気温・最低気温ともに年々の変動が大きい傾向にある。 
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表 2.1.3 日最高気温及び日最低気温の偏差の長期変化傾向 
沖縄地方平均は、那覇・名護・久米島・宮古島・石垣島・西表島・与那国島の 7 地点平均値。黄色の項目は、

変化傾向が有意水準 5%で有意であることを示す。統計期間については、図 2.1.6 を参照。名護及び西表島の

データは、移転の影響を取り除く補正（大野ほか, 

2011（https://www.jma.go.jp/jma/kishou/books/sokkou/78/vol78p031.pdf））を行っている。 
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図 2.1.6 日最高気温（左列）、日最低気温（右列）の偏差の経年変化（沖縄地方平均） 
統計期間 年、春、夏、秋：1946～2021 年、冬：1947～2021 年。沖縄地方平均は、那覇・名護・久米島・

宮古島・石垣島・西表島・与那国島の７地点平均値（青の細線：7 地点が揃っている期間、紫の細線：2 地

点以上、7 地点未満の期間）。青の太線：5 年移動平均値、赤の直線：長期変化傾向。名護・西表島は移転

の影響を取り除く補正（大野ほか, 2011

（https://www.jma.go.jp/jma/kishou/books/sokkou/78/vol78p031.pdf））を行っている。 
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（3）月平均気温の異常高温、異常低温の出現数 

那覇・名護・久米島・宮古島・石垣島・西表島・与那国島の 7 地点の観測データが揃うのは、

1967 年以降である（冬は 1968 年から）。表 2.1.3 は、沖縄地方平均における 1967～2021 年（55

年間）の月平均気温の異常高温、異常低温（付録 A.2.1（4）参照）の出現数の長期変化を、年と

季節別に示したものである。 

異常高温の出現数は年及びいずれの季節でも有意な変化傾向がみられない。異常低温は春を除

いて有意な減少がみられる。 

図 2.1.7 に経年変化を示す。異常高温は 1990 年代後半から年の出現数が多くなっている。異常

低温は 1970 年頃をピークに減少傾向で、近年は出現しない年がしばしばある。 

異常高温の出現数は、いずれの季節も 2010 年頃から多くなっている。異常低温の出現数は、

春は 1990 年代に、その他の季節は 1980 年代まで多い。夏はいずれの 7 地点においても、2003

年以降異常低温は出現していない。 

 

 

 

表 2.1.4 沖縄地方平均における月平均気温の異常高温及び異常低温の出現数の長期変化 
統計期間：1967～2021 年（冬は 1968 年から）。沖縄地方平均は、那覇・名護・久米島・宮古島・石垣島・西

表島・与那国島の 7 地点平均値。黄色の項目は、変化傾向が有意水準 5%で有意であることを示す。 
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図 2.1.7 月平均気温の異常高温（左列）、異常低温（右列）の出現数の経年変化（沖縄地方平
均） 

統計期間 年及び各季節：1967～2021 年（冬は 1968～2021 年）。棒グラフ：年々の値、折れ線グラフ：5

年移動平均。沖縄地方平均は、那覇・名護・久米島・宮古島・石垣島・西表島・与那国島の 7 地点平均値。 



 

28 

 

（4）真夏日の日数 

図 2.1.8 に、沖縄地方平均及び各地点における真夏日（日最高気温 30℃以上の日）の年間日数

の経年変化を示す。平年値更新とともに、名護・西表島の 2 地点を加えた 7 地点平均とする変更

が加えられたが、この 2 地点はいずれも観測所の移転に伴って統計が切断しており、これらを加

えた 7 地点がそろうのは 2004 年以降となる。このため、この項目において沖縄地方平均は、那

覇・久米島・宮古島・石垣島・与那国島の 5 地点の平均とし、これらの 5 地点のデータがそろう

1959 年を統計の開始とする。 

5 年移動平均で見ると、沖縄地方平均では 1970 年代に出現数が一時少なくなるなどの変動がみ

られるが、長期的には 10 年あたり 5.6 日の割合で統計的に有意に増加している（表 2.1.4）。 

那覇と宮古島では、2000 年代までは年間 100 日以上出現する年が数年に 1 回程度であったが、

2010 年以降は 100 日を超える年が多くなっている。石垣島では、ほとんどの年で 100 日以上出

現しており、150 日を超える年もある。 

5 年移動平均で見ると、那覇と宮古島では 1950 年代から 1970 年頃までは年間 80 日前後で推

移しており、1970 年代はやや出現数が減少したものの 1990 年にかけて再び増加し、その後は 100

日前後で推移している。石垣島では 1940～1960 年頃にかけて 120 日程度出現した時期があった

が、その後 1970 年にかけて出現数が減少し、1990 年代半ばからは増加傾向となっている。 

長期的には、那覇・久米島・南大東島・宮古島・石垣島・与那国島で有意に増加している（表

2.1.4）。 

表 2.1.5 真夏日の年間日数の長期変化傾向 

沖縄地方平均は那覇・久米島・宮古島・石垣島・与那国島の 5 地点平均値。数値は変化傾向（10 年あたりの変

化（日））を表す。黄色の項目は変化傾向が有意水準 5%で有意であることを示す。那覇は 1927 年に観測所の

移転があったため、1928 年を統計開始とした。名護は 1987 に、西表島は 2003 年に観測所の移転があったた

め、長期変化傾向を算出しない。 
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図 2.1.8 真夏日の年間日数の経年変化（沖縄地方平均及び各地点） 
統計期間 沖縄地方平均：1959～2021 年。那覇：1928～2021 年（1940 年、1944 年、1945 年、1951 年は欠

測）、名護：1967～2021 年（1987 年に観測所移転）、久米島：1959～2021 年、南大東島：1943～2021 年

（1944～1946 年は欠測）、宮古島：1938～2021 年（1945 年は欠測）、石垣島：1897～2021 年、西表島：

1957～2021 年（2003 年に観測所移転）、与那国島：1957～2021 年（2018 年は欠測）。沖縄地方平均は、那

覇・久米島・宮古島・石垣島・与那国島の 5 地点平均値。橙線：年々の値、黒線：5 年移動平均値、赤の直線：

有意な長期変化傾向。横軸の▲印は、観測所の移転等の影響によってその前後でデータが均質でないことを表

す。 



 

30 

 

（5）熱帯夜の日数 

図 2.1.9 に、沖縄地方平均及び各地点における熱帯夜（熱帯夜は夜間の最低気温が 25℃以上の

ことを指すが、ここでは日最低気温が 25℃以上の日としている）の年間日数の経年変化を示す。

この項目においても真夏日と同様に、沖縄地方平均は、那覇・久米島・宮古島・石垣島・与那国

島の 5 地点の平均とし、これらの 5 地点のデータがそろう 1959 年を統計の開始とする。 

5 年移動平均を見ると、沖縄地方平均では 1960 年から 1970 年代にかけて減少傾向がみられる

ものの、長期的には 10 年あたり 7.1 日の割合で有意に増加している（表 2.1.5）。 

那覇では、1970 年代後半頃から増加傾向にあり、2000 年以降では年間 100 日を超える年が多

くなっている。宮古島では、1970 年代の出現数の減少が顕著であるが、長期的に見ると有意に増

加している。石垣島では、1970 年頃から増加傾向にある。1950 年半ばから年間 100 日を超える

年が多くなっており、近年は年間 150 日程度現れる年もある。 

長期的には、那覇・久米島・南大東島・宮古島・石垣島・与那国島で有意に増加している（表

2.1.5）。 

 

 

表 2.1.6 熱帯夜の年間日数の長期変化傾向 

沖縄地方平均は、那覇・久米島・宮古島・石垣島・与那国島の 5 地点平均値。数値は変化傾向（10 年あたりの

変化（日））を表す。黄色の項目は変化傾向が有意水準 5%で有意であることを示す。那覇は 1927 年に観測所

の移転があったため、1928 年を統計開始とした。名護は 1987 に、西表島は 2003 年に観測所の移転があった

ため、長期変化傾向を算出しない。 
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図 2.1.9 熱帯夜の年間日数の経年変化（沖縄地方平均及び各地点） 
統計期間 沖縄地方平均：1959～2021 年、那覇：1928～2021 年（1940 年、1944 年、1945 年、1951 年は欠

測）、名護：1967～2021 年（1987 年に観測所移転）、久米島：1959～2021 年、南大東島：1943～2021 年

（1944～1946 年は欠測）、宮古島：1938～2021 年（1945 年は欠測）、石垣島：1897～2021 年、西表島：

1957～2021 年（2003 年に観測所移転）、与那国島：1957～2021 年。沖縄地方平均は、那覇・久米島・宮古

島・垣島・那国島の 5 地点平均値。橙線：年々の値、黒線：5 年移動平均値、赤の直線：有意な長期変化傾向。

横軸の▲印は、観測所の移転等の影響によってその前後でデータが均質でないことを表す。 
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コラム１  ●○●○●○●○●○●○●○●○●○●○●○●○●○●○●○ 

気候変動とその要因 

 

「気候」とは、一般的には、日々の天気よりももっと長期にわたる気象（気温、降水量など）

の状態をいい、この気候が変化することを「気候変動」という。 

気候変動は、大気や海洋、さらには太陽活動などの自然界の変動によるもの（自然変動）に加

え、人間活動による地球温暖化と局所的な都市化の影響が重なって起こっていると考えられる（図

C.1）。 

このうち自然変動には様々な時間スケールの現象があり、例えば太陽放射量の変化、火山活動

による日射の遮蔽効果、海流の変化やエルニーニョ／ラニーニャ現象のような海面水温分布の変

化などが挙げられる。 

人間活動による地球温暖化は、工業化以降石炭や石油などの化石燃料を使用し続けた結果、大

気中に大量に排出された二酸化炭素などの温室効果ガスが増加し、地球全体の温室効果が強まる

ことによって起きている。 

都市化の影響は、建物や道路など土地利用が変化したことで蓄熱しやすい環境が増えたことや、

人工排熱量の増加などが原因で起こっている。都市の気温が郊外よりも高くなる現象は、気温の

分布図を描くと高温域が都市を中心に島のような形になることから「ヒートアイランド現象」と

呼ばれる。 

一般に、気候変動とは自然変動と人為的な要因による変動とを合わせたものと考えられるが、

「気候変動に関する国際連合枠組条約」2においては、「地球の大気の組成を変化させる人間活動

に直接又は間接に起因する気候の変化であって、比較可能な期間において観測される気候の自然

な変動に対して追加的に生ずるものをいう」（第一条 定義）とされており、扱う場面によって定

義が異なる場合があることに注意する必要がある。 

 

 

図 C.1 気候変動の 3つの要因。 

自然変動に、人間活動による地球温暖化と都市化が加わる。 

●○●○●○●○●○●○●○●○●○●○●○●○●○●○●○●○●○●○● 

                                                   
2 1992 年、ブラジルのリオデジャネイロで開催された環境と開発に関する国際連合会議において、地球温暖化問題に関する国

際的な枠組みを設定した環境条約で 1994 年 3 月 21 日に発効し、日本においては 1994 年 6 月 21 日に公布された。その締約国

会議は「COP」（Conference of the Parties）の略称で呼ばれる。 
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コラム２  ●○●○●○●○●○●○●○●○●○●○●○●○●○●○●○ 

温室効果ガスの観測 

 

沖縄県の与那国島において、温室効果ガスの観測が 20

年以上行われていることをご存知だろうか。 

地球の大気には、温室効果ガスと呼ばれる気体がわず

かに含まれている。地球表面から放出された熱（赤外線）

の一部を吸収する温室効果ガスが増えると、その熱が宇

宙空間に逃げにくくなり、結果として地球表面の温度が

上昇（地球温暖化）する。二酸化炭素は、地球温暖化に

及ぼす影響がもっとも大きな温室効果ガスであり、石炭

や石油の消費、セメントの生産などの人間活動により大気中に大量放出されている。一方、その

吸収源である森林は、開発等により減少し続けている。 

気象庁は、人間活動による温室効果ガス（二酸化炭素等）の増加など、地球環境問題の深刻化

を背景に設立された世界気象機関（WMO）全球大気監視（GAW）計画に基づき、世界の監視ネ

ットワークの一翼として、国内 3 地点（綾里（岩手県大船渡市、1987 年開始）、南鳥島（東京都

小笠原村、1993 年開始）、与那国島（沖縄県与那国町、1997 年開始）図 C.2.1）において、地上

付近の温室効果ガス濃度を観測している。 

気象庁の観測点における二酸化炭素濃度の経年変化を図 C.2.2 に、地球全体の二酸化炭素濃度

の経年変化を図 C.2.3 に示す。大気中の二酸化炭素濃度は人類の社会経済活動の影響により年々

増加（約 2ppm／年）しており、与那国島における二酸化炭素濃度（緑線）も地球全体の傾向と

同様に季節変動を繰り返しながら増加し続けている。ほぼ同じ緯度に位置する与那国島と南鳥島

の二酸化炭素濃度を比べると、夏季には同程度である一方、冬季には与那国島の方が高い。これ

は、与那国島がアジア大陸に近いため、人為起源の二酸化炭素などの影響を受けた大陸の空気が、

冬季は季節風によって与那国島に流れ込みやすいためである。 

 

  

図 C.2.2 気象庁の観測点における二酸化炭素濃度の経年変化 
一部の値は速報値。気象庁ホームページより。 

https://ds.data.jma.go.jp/ghg/kanshi/ghgp/co2_trend.html 

図C.2.3 地球全体の二酸化炭素
濃度の経年変化 
気象庁ホームページより。 

※ppm は体積比で 100 万分の一を表す。 

●○●○●○●○●○●○●○●○●○●○●○●○●○●○●○●○●○●○● 

図 C.2.1 観測地点（与那国島特

別地域気象観測所）の写真 
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コラム３ ●○●○●○●○●○●○●○●○●○●○●○●○●○●○●○ 

IPCC 第 6 次評価報告書（第 1 作業部会） 

 

2021 年 8 月、気候変動に関する政府間パネル（IPCC：Intergovernmental 

Panel on Climate Change）は「第 6 次評価報告書第 1 作業部会報告書」（自

然科学的根拠）（以下「AR6」）を公表した（気象庁ホームページ3参照）。 

2013年に公表された IPCC 第 5次評価報告書第 1作業部会報告書（AR5）

では、地球温暖化の進行については「疑う余地がない」としたものの、温暖

化に対する人類の寄与については「可能性が極めて高い」と述べるにとどま

っていた。今回の AR6 では、「人間の影響が大気、海洋及び陸域を温暖化させてきたことには疑

う余地がない」（A.1 抜粋）とし、地球温暖化に対する人類の寄与を断定する表現になった。 

以下に AR6 の「ヘッドライン・ステートメント」（HS）からいくつか抜粋して紹介する。 

 大気、海洋、雪氷圏及び生物圏において、広範囲かつ急速な変化が現れている。（A.1 続き） 

 人為起源の気候変動は、世界中の全ての地域で、多くの気象及び気候の極端現象に既に影響を

及ぼしている。（A.3 抜粋） 

 平衡気候感度の最良推定値は 3℃と導き出され、その推定幅は AR5 より狭まった。（A4 抜粋） 

人類が世界中で大気や海洋、陸域に影響を及ぼし、それが顕在化していることを明示するとと

もに、「平衡気候感度」4をより狭い推定値で提示したことで、温室効果ガスの増加と地球温暖化

の関係をより明確にし、将来予測の不確実性を低減した。HS はさらに次のように述べている。 

 世界平均気温は、本報告書で考慮した全ての排出シナリオにおいて、少なくとも今世紀半ばま

では上昇を続ける。向こう数十年の間に二酸化炭素及びその他の温室効果ガスの排出が大幅に

減少しない限り、21 世紀中に、地球温暖化は 1.5℃及び 2℃を超える。（B.1） 

 気候システムの多くの変化は、地球温暖化の進行に直接関係して拡大する。この気候システム

の変化には、高温に関する極端現象、海洋熱波、強い降水及びいくつかの地域における農業及

び生態学的干ばつの頻度と強度の増加、強い熱帯低気圧の割合の増加、並びに北極域の海氷、

積雪及び永久凍土の縮小を含む。（B.2） 

AR6 では、温室効果ガスの将来の排出量について新しいシナリオを用いているが、いずれのシ

ナリオにおいても（「どのような対策を取っても」）主にこれまでに排出された温室効果ガスの

影響で今世紀半ばまで気温上昇が続き、その上昇幅は工業化前と比べて 1.5℃に達する可能性が高

く、温室効果ガスの大幅な削減が実現しなければそれ以上の温暖化を招き、地球上の様々な分野

に大きな影響を及ぼすことを指摘している。 

すでに各国は温室効果ガスの削減目標を提示しているが、その着実な実現に向けた具体的な取

組が、一刻の猶予もない状況であることを改めて示した形になっている。 

●○●○●○●○●○●○●○●○●○●○●○●○●○●○●○●○●○●○● 

                                                   
3 https://www.data.jma.go.jp/cpdinfo/ipcc/ar6/index.html 
4 二酸化炭素濃度を 2 倍にした時に、世界平均の地上気温が何℃上昇するかを表す指標。AR6 では可能性が高い範囲を 2.5℃か

ら 4℃（確信度が高い）と評価した。 

図 C.4.1 IPCC 第 6次

評価報告書第 1作業

部会報告書の表紙 
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2.2 沖縄の降水の経年変化 

 

（1）降水量 

（ア） 年降水量 

表 2.2.1 に降水量（沖縄地方平均は偏差）の長期変化を示す。沖縄地方平均及び各地点ともに

年々の変動が大きいこともあり、統計的に有意な変化傾向は確認できない。 

図 2.2.1 の沖縄地方平均の 5 年移動平均を見ると、1950 年代は降水量の多い時期である。地点

別に見ると、那覇では 1990 年代後半に降水量の多い時期がある。宮古島では 1950 年代に降水量

が多い。 

 

（イ） 季節別の降水量 

① 春（3～5 月） 

表 2.2.1 の長期変化では、沖縄地方平均及び各地点ともに統計的に有意な変化傾向はみられ

ない。 

図 2.2.2 を見ると、石垣島では 1940 年頃に降水量の多い時期がある。宮古島と石垣島では十

数年程度の周期的な変動がみられるが、統計的に有意な変化傾向はみられない。 

② 夏（6～8 月） 

表 2.2.1 の長期変化では、宮古島では有意に減少している。その他の地点と沖縄地方平均で

は統計的に有意な変化傾向はみられない。 

図 2.2.3 の 5 年移動平均を見ると、沖縄地方平均では 1980 年代後半から 2000 年代初めにか

けて少ない傾向がみられ、2010 年代後半から多い向がみられる。 

地点ごとで見ると、1950 年代以降の那覇は沖縄地方平均と似た変動がみられる。宮古島では

1950 年頃から 2000 年頃にかけて減少傾向がみられる。石垣島では年々変動が大きく、統計的

に有意な変化傾向はみられない。 

③ 秋（9～11 月） 

表 2.2.1 の長期変化では、沖縄地方平均及び各地点ともに統計的に有意な変化傾向はみられ

ない。 

図 2.2.4 の 5 年移動平均を見ると、沖縄地方平均には周期的な変動がみられる。2000 年頃は

顕著に降水量が多い。 

地点別に見ると、那覇では 2000 年頃は降水量が多い時期となっている。石垣島では 2000 年

頃と 2010 年頃は降水量が多い時期となっている。 

④ 冬（12～2 月） 

表 2.2.1 の長期変化では、沖縄地方平均及び地点ともに有意な変化傾向はみられない。 

冬は他の季節に比べて、降水量の年々の変動幅が小さい。図 2.2.5 の 5 年移動平均値を見る

と、沖縄地方平均では 1960 年代以前は多雨の時期が多いが、その後は少雨となる時期が増え

ている。 

○ 沖縄地方平均の冬の降水量は減少している。 

○ 沖縄地方日降水量 1mm 以上の年間発生回数は減少している。 
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表 2.2.1 降水量（沖縄地方平均は偏差）の長期変化 
沖縄地方平均は、那覇・名護・久米島・宮古島・石垣島・西表島・与那国島の 7 地点平均値。数値は長期変

化（100 年あたりの変化（mm））を表す。いずれも参考として変化率を示すが、有意水準 5%で統計的に有

意なものはない。各季節の統計期間や欠測数については、図 2.2.1～2.2.5 を参照。 

 

 

 

表 2.2.2 降水量の平年値 

沖縄県内の主な観測地点における年及び季節別の降水量の平年値を示す。平年値の統計期間は 1991～2020

年の 30 年。異なる地点のデータを用いて平均値を求める操作は行わないため、「沖縄地方平均の降水量」

は求めない。 
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図 2.2.1 年降水量（沖縄地方平均は偏差）の経年変化 
統計期間 沖縄地方平均：1946～2021 年、那覇：1891～2021 年（1923 年、1924 年、1944 年、1945 年、

1951 年は欠測）、名護：1967～2021 年、久米島：1959～2021 年、南大東島：1943～2021 年（1944～1946

年は欠測）、宮古島：1938～2021 年、石垣：島 1897～2021 年、西表島：1957～2021 年、与那国島：1957

～2021 年。沖縄地方平均は、那覇・名護・久米島・宮古島・石垣島・西表島・与那国島の 7 地点平均値（緑：

正の偏差、橙：負の偏差。1966 年以前は 7 地点そろっていない。）。太い青線：5 年移動平均値。 
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図 2.2.2 春（3～5月）の降水量（沖縄地方平均は偏差）の経年変化 
統計期間 沖縄地方平均：1946～2021 年、那覇：1891～2021 年（1923 年、1924 年、1945 年は欠測）、名

護：1967～2021 年、久米島：1959～2021 年、南大東島：1942～2021 年（1944 年は欠測）、宮古島：1938

～2021 年、石垣島：1897～2021 年、西表島：1957～2021 年、与那国島：1957～2021 年。図の見方は図 2.2.1

に同じ。 
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図 2.2.3 夏（6～8月）の降水量（沖縄地方平均は偏差）の経年変化 
統計期間 沖縄地方平均：1946～2021 年、那覇：1891～2021 年（1923 年、1945 年は欠測）、名護：1967

～2021 年、久米島：1959～2021 年、南大東島：1942～2021 年、宮古島：1938～2021 年、石垣島：1897

～2021 年、西表島：1957～2021 年、与那国島：1957～2021 年。図の見方は図 2.2.1 に同じ。 
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図 2.2.4 秋（9～11 月）の降水量（沖縄地方平均は偏差）の経年変化 
統計期間 沖縄地方平均：1946～2021 年、那覇：1890～2021 年（1944 年、1945 年は欠測）、名護：1966

～2021 年、久米島：1958～2021 年、南大東島：1942～2021 年（1945 年は欠測）、宮古島：1938～2021 年、

石垣島：1897～2021 年、西表島：1957～2021 年、与那国島：1957～2021 年。図の見方は図 2.2.1 に同じ。 
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図 2.2.5 冬（12～2 月）の降水量（沖縄地方平均は偏差）の経年変化 
統計期間 沖縄地方平均：1946～2021 年、那覇：1891～2021 年（1945 年、1946 年、1951 年は欠測）、名

護：1967～2021 年、久米島：1959～2021 年、南大東島：1943～2021 年（1946 年は欠測）、宮古島：1939

～2021 年、石垣島：1897～2021 年、西表島：1957～2021 年、与那国島：1957～2021 年。図の見方は図 2.2.1

に同じ。 
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（2）月降水量の異常多雨、異常少雨の出現数 

那覇・名護・久米島・宮古島・石垣島・西表島・与那国島の 7 地点の観測データが揃うのは、

1967 年である（冬も）。表 2.2.2 は、沖縄地方平均における 1967～2021 年（55 年間）の月降水

量の異常多雨、異常少雨（付録 A.2.1（4）参照）の長期変化を、年と季節別に示したものである。 

異常多雨と異常少雨は、年及び季節別のいずれも年々の変動が大きく、統計的に有意な変化傾

向はみられない。図 2.2.6 に経年変化を示す。 

 

 

表 2.2.3 沖縄地方平均における月降水量の異常多雨及び異常少雨の出現数の長期変化 
統計期間：1967～2021 年。沖縄地方平均は、那覇・名護・久米島・宮古島・石垣島・西表島・与那国島の 7

地点平均値。参考として変化率を示すが、有意水準 5%で統計的に有意なものはない。 
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図 2.2.6 月降水量の異常多雨（左列）、異常少雨（右列）の出現数の経年変化（沖縄地方平
均） 

統計期間 年及び各季節：1967～2021 年。棒グラフ：年々の値、折れ線グラフ：5 年移動平均値。沖縄地

方平均は、那覇・名護・久米島・宮古島・石垣島・西表島・与那国島の 7 地点平均値。 
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（3）日降水量 100mm 以上の年間日数 

表 2.2.3 に、沖縄地方平均及び各地点における日降水量 100mm 以上の年間日数の長期変化を示

す。沖縄地方平均及び各地点のいずれにおいても統計的に有意な変化傾向はみられない。 

図 2.2.7 に、沖縄地方平均及び各地点における日降水量 100mm 以上の年間日数の経年変化を示

す。沖縄地方平均では 1960 年代後半に多い時期があった後、1980 年代にかけて減少傾向となり、

2000 年頃に再び多くなっている。 

那覇では 2000 年頃に、宮古島では 1950 年代と 1970 年頃と 2000 年代に、石垣島では 2000

年代に日数の多い時期がみられる。 

本項目は年々の変動が大きく、沖縄地方においては統計的に有意な変化傾向はみられないが、

日本全国（51 地点平均：詳細は「気候変動監視レポート 2020」（気象庁）参照）の統計値にお

いては有意な増加傾向がみられ、「大雨」が有意に増加していることを現している。ただし、全

国平均の最新の 5 年移動平均値（2016～2020 年）が 1.29 日であるのに対して沖縄地方平均では

2.8 日、2001 年以降の 20 年間の平均でも 2.7 日であり、沖縄地方では統計的に有意な増加傾向が

みられないものの、全国平均の約 2 倍の発生頻度であることに留意する必要がある。 

 

 

表 2.2.4 日降水量 100mm 以上の年間日数の長期変化 

沖縄地方平均は、那覇・名護・久米島・宮古島・石垣島・西表島・与那国島の 7 地点平均値。参考として沖縄

地方平均及び各地点における 100 年あたりの変化率を示すが、有意水準 5%で統計的に有意なものはない。 
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図 2.2.7 日降水量 100mm 以上の年間日数の経年変化（沖縄地方平均及び各地点） 
統計期間 沖縄地方平均：1967～2021 年、那覇：1891～2021 年（1923 年、1924 年、1944～1951 年は欠測）、

名護：1967～2021 年、久米島：1959～2021 年、南大東島：1943～2021 年（1944～1946 年は欠測）、宮古

島：1938～2021 年、石垣島：1897～2021 年、西表島：1957～2021 年、与那国島：1957～2021 年。沖縄地

方平均は、那覇・名護・久米島・宮古島・石垣島・西表島・与那国島の 7 地点平均値。緑の棒グラフ：年々の

値、青の折れ線グラフ：5 年移動平均値。 
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（4）日降水量 1mm 以上の年間日数 

表2.2.4に、沖縄地方平均及び各地点における日降水量1mm以上の年間日数の変化傾向を示す。

沖縄地方平均では統計的に有意な変化はみられないが、地点別ではいずれも 100 年あたりの変化

傾向で、那覇で 18.9 日、宮古島で 28.3 日、石垣島で 25.5 日などの割合で統計的に有意に減少し

ている。 

図2.2.8に、沖縄地方平均及び各地点における日降水量1mm以上の年間日数の長期変化を示す。 

 

 

表 2.2.5 日降水量 1mm 以上の年間日数の長期変化傾向 

沖縄地方平均は、那覇・名護・久米島・宮古島・石垣島・西表島・与那国島の 7 地点平均値。年間日数の 100

年あたりの長期変化を表す。黄色の項目は長期変化傾向が有意水準 5%で統計的に有意であることを示す。 
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図 2.2.8 日降水量 1mm 以上の年間日数の経年変化（沖縄地方平均及び各地点） 
統計期間 沖縄地方平均：1967～2021 年、那覇：1891～2021 年（1923 年、1924 年、1944～1951 年は欠測）、

名護：1967～2021 年、久米島：1959～2021 年、南大東島：1943～2021 年（1944～1946 年は欠測）、宮古

島：1938～2021 年、石垣島：1897～2021 年、西表島：1957～2021 年、与那国島：1957～2021 年。沖縄地

方平均は、那覇・名護・久米島・宮古島・石垣島・西表島・与那国島の 7 地点平均値。緑の棒グラフ：年々の

値、青の折れ線グラフ：5 年移動平均値、赤の直線：有意水準 5%で統計的に有意な長期変化傾向。 
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（5）短時間強雨の発生頻度 

地域気象観測所（以下「アメダス」という。）によって得られる観測データは、気象官署と比

べて統計年数は短いが、地点数が多いため短時間強雨のような極端現象の発生傾向を見る上で有

効である（付録 A.4 参照）。アメダスのデータから短時間強雨の発生傾向を検討するにあたり、

年による観測地点数の違いによる影響を避けるため、年ごとの観測回数を 34 地点（現在の沖縄県

内のアメダス地点数）あたりの発生頻度に換算した。図 2.2.9 に、沖縄県内のアメダス地点で 1

時間降水量 30mm 以上及び 50mm 以上の年間発生頻度（34 地点あたり）を示す。 

1 時間降水量 30mm 以上及び 50mm 以上の年間発生頻度には、いずれも統計的に有意な長期変

化傾向はみられない。一方で日本全国のアメダス約 1,300 地点において同様に短時間強雨の発生

頻度をみると、いずれも統計的に有意な増加傾向がみられ、「短時間強雨」は増加傾向にあると

考えられる。しかし、全国の発生頻度を 1 地点あたりに換算して、沖縄県内のそれと比較すると、

1 時間降水量 30mm 以上の発生頻度では沖縄県は全国に対して約 2.6 倍、50mm 以上では約 3 倍

となっており、有意な増加傾向こそみられないものの、元々短時間強雨の発生頻度が全国平均よ

りも多いことに留意する必要がある。 

  

 

 

図2.2.9 沖縄県内アメダス地点における１時間降水量30mm以上（上）、50mm以上（下）
の年間発生頻度 

統計期間：1976～2021 年。34 地点（現在の沖縄県内のアメダス地点数）あたりの回数に換算。

緑の棒グラフ：年々の値、青の折れ線グラフ：5 年移動平均値。 
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2.3 沖縄県に影響した台風の経年変化 

 

 

（1）発生数と接近数 

年間の台風（付録 A.5 参照）の発生数と沖縄県への接近数（付録 A.5 参照）の経年変化を図 2.3.1

に示す。2021 年の台風の発生数は 22 個で、このうち 7 個が沖縄地方に接近した。年間の台風の

発生数の平年値は 25.1 個、沖縄県への接近数の平年値は 7.7 個である。 

発生数は、1960 年代半ばと 1990 年代はじめにかけてピークがみられ、1990 年代後半から 2010

年頃までは発生数が少ない傾向を示している。接近数は、5～10 個程度の幅で変動しており、周

期は明瞭ではない。発生数及び接近数とも明瞭な長期変化傾向はみられない。 

沖縄県への接近数が統計を開始した 1951 年以降最も多かったのは 2004 年の 15 個で、この年

は日本への上陸数も 10 個と過去最多となった。沖縄県への接近数が最も少なかった年は 1973 年、

1977 年、1995 年、2009 年のそれぞれ 3 個である。 

 

 

図 2.3.1 台風の発生数（青）と沖縄県への接近数（赤）の経年変化（1951～2021 年） 
細線：年々の値、太線：5 年移動平均値。 

○ 台風の沖縄県への接近数には、明瞭な長期変化傾向はみられない。 

○「強い」以上の勢力で沖縄県に接近した台風の数と割合には、明瞭な長期変化傾向はみられ

ない。 



 

50 

 

（2）接近台風の発生・消滅位置、勢力を維持していた期間 

沖縄県に接近した台風の発生・消滅位置の南北、東西変動の長期的な傾向を見るため、発生・

消滅位置及び年平均の経年変化をそれぞれ図 2.3.2 と図 2.3.3 に示す。 

緯度は、発生位置がおおむね北緯 15～20 度の範囲、消滅位置がおおむね北緯 30～40 度の範囲

となっている。発生・消滅位置の南北変動に長期的な変化傾向はみられない。経度は、発生位置

がおおむね東経 125～145 度の範囲、消滅位置がおおむね 120～140 度の範囲となっている。発生・

消滅位置の東西変動にも長期的な変化傾向はみられない。 

台風の勢力（中心付近の最大風速が 17m/s 以上）を維持していた期間及び年平均の経年変化を

図 2.3.4 に示す。期間はおおむね 4～9 日の範囲となっている。台風の期間の変動に長期的な変化

傾向はみられない。 

 

 

 

 

 

図 2.3.2 沖縄県に接近した台風の発生・消滅位置（緯度別）(右下：発生位置の経年
変化、右上：消滅位置の経年変化、左：年平均の経年変化) 

統計期間：1951～2021 年。点：個々の台風、細線：年々の値、太線：5 年移動平均値。 
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図 2.3.3 沖縄県に接近した台風の発生・消滅位置（経度別）(右下：発生位置の経年変
化、左下：消滅位置の経年変化、上：年平均の経年変化) 

統計期間：1951～2021 年。点：個々の台風、細線：年々の値、太線：5 年移動平均値。 

図 2.3.4 沖縄県に接近した台風が、台風の勢力（中心付近の最大風速が 17m/s 以上）
を維持していた期間 (右：台風の勢力を維持していた期間、左：年平均の経年変化) 

統計期間：1951～2021 年。点：個々の台風、細線：年々の値、太線：5 年移動平均値。 
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（3）接近台風が最大風速に達した位置 

沖縄県に接近した台風が最大風速に達した位置の南北、東西変動の長期的な傾向を見るため、

位置及び年平均の経年変化をそれぞれ図 2.3.5 と図 2.3.6 に示す。気象衛星「ひまわり」による台

風の観測が始まり、台風の中心付近の最大風速データがそろっている 1977 年以降のデータを用

いている。 

緯度は、到達位置がおおむね北緯 20～25 度の範囲となっている。到達位置の南北変動に長期

的な変化傾向はみられない。経度は、到達位置がおおむね東経 125～135 度の範囲となっている。

到達位置の東西変動にも長期的な変化傾向はみられない。 

  

図 2.3.5 沖縄県に接近した台風の最大風速到達位置（緯度別）(右：到達位置の経年
変化、左：年平均の経年変化) 

統計期間：1977～2021 年。点：個々の台風、細線：年々の値、太線：5 年移動平均値。 

図 2.3.6 沖縄県に接近した台風の最大風速到達位置（経度別）(右：到達位置の経年
変化、左：年平均の経年変化) 

統計期間：1977～2021 年。点：個々の台風、細線：年々の値、太線：5 年移動平均値。 
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（4）「強い」勢力以上の接近台風の数と割合 

沖縄県に接近した台風の強さの変動を見るため、「強い」以上の勢力で接近した台風の数と割

合を図 2.3.7 に示す。台風の強さの階級は表 2.3.1 のとおりである。気象衛星「ひまわり」による

台風の観測が始まり、台風の中心付近の最大風速データがそろっている 1977 年以降のデータを

用いている。 

「強い」以上の勢力で接近した台風の数と割合には、明瞭な長期変化傾向はみられない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 2.3.1 台風の強さの階級 
台風の強さは、中心付近の最大風速（10 分間平均の風速）によって定義している。 

 

図 2.3.7 「強い」以上の勢力で沖縄県に接近した台風の数（赤）と割合（青）（1977～
2021 年） 

細線：年々の値、太線：5 年移動平均値。 
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（5）「強い」勢力以上の接近台風の発生・消滅位置、勢力を維持していた期間 

「強い」以上の勢力で沖縄県に接近した台風の発生・消滅位置の南北、東西変動の長期的な傾

向を見るため、発生・消滅位置及び年平均の経年変化をそれぞれ図 2.3.8 と図 2.3.9 に示す。気象

衛星「ひまわり」による台風の観測が始まり、台風の中心付近の最大風速データがそろっている

1977 年以降のデータを用いている。 

緯度は、発生位置がおおむね北緯 15～25 度の範囲、消滅位置がおおむね北緯 25～35 度の範囲

となっている。発生・消滅位置の南北変動に長期的な変化傾向はみられない。経度は、発生位置

がおおむね東経 125～145 度の範囲、消滅位置がおおむね 120～135 度の範囲となっている。発生・

消滅位置の東西変動にも長期的な変化傾向はみられない。 

台風が「強い」勢力以上（中心付近の最大風速が 33m/s 以上）を維持していた期間及び年平均

の経年変化を図 2.3.10 に示す。期間はおおむね 2～6 日の範囲となっている。「強い」勢力以上

の期間の変動に長期的な変化傾向はみられない。 

 

    

 

 

 

図 2.3.8 「強い」以上の勢力で沖縄県に接近した台風の発生・消滅位置（緯度別）(右
下：発生位置の経年変化、右上：消滅位置の経年変化、左：年平均の経年変化) 

統計期間：1977～2021 年。点：個々の台風、細線：年々の値、太線：5 年移動平均値。 
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図 2.3.9 「強い」以上の勢力で沖縄県に接近した台風の発生・消滅位置（経度別）(右
下：発生位置の経年変化、左下：消滅位置の経年変化、上：年平均の経年変化) 

統計期間：1977～2021 年。点：個々の台風、細線：年々の値、太線：5 年移動平均値。 

図 2.3.10 「強い」以上の勢力で沖縄県に接近した台風が、「強い」勢力以上（中心付
近の最大風速が 33m/s 以上）を維持していた期間 (右：「強い」勢力以上を維持してい
た期間、左：年平均の経年変化) 

統計期間：1977～2021 年。点：個々の台風、細線：年々の値、太線：5 年移動平均値。 
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（6）「強い」勢力以上の接近台風が最大風速に達した位置 

「強い」以上の勢力で沖縄県に接近した台風が最大風速に達した位置の南北、東西変動の長期

的な傾向を見るため、位置及び年平均の経年変化をそれぞれ図 2.3.11 と図 2.3.12 に示す。気象衛

星「ひまわり」による台風の観測が始まり、台風の中心付近の最大風速データがそろっている 1977

年以降のデータを用いている。 

緯度は、到達位置がおおむね北緯 20～25 度の範囲となっている。到達位置の南北変動に長期

的な変化傾向はみられない。経度は、到達位置がおおむね東経 125～135 度の範囲となっている。

到達位置の東西変動にも長期的な変化傾向はみられない。 

 

 

    

図 2.3.11 「強い」以上の勢力で沖縄県に接近した台風の最大風速到達位置（緯度別）
(右：到達位置の経年変化、左：年平均の経年変化) 

統計期間：1977～2021 年。点：個々の台風、細線：年々の値、太線：5 年移動平均値。 

図 2.3.12 「強い」以上の勢力で沖縄県に接近した台風の最大風速到達位置（経度別）
(右：到達位置の経年変化、左：年平均の経年変化) 

統計期間：1977～2021 年。点：個々の台風、細線：年々の値、太線：5 年移動平均値。 
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コラム４  ●○●○●○●○●○●○●○●○●○●○●○●○●○●○●○ 

地球温暖化と台風 

 

地球温暖化が進むと台風（熱帯低気圧）の発生数や強度はどのように変化するのだろうか。 

気候変動に関する政府間パネル（IPCC）の「第6次評価報告書第1作業部会報告書」（以下「AR6」）

（IPCC, 2021）では、「世界の全熱帯低気圧に占める強い熱帯低気圧（カテゴリー3～5）の発生

割合は過去 40 年間で増加して」いる可能性が高い（A.3.4）と評価している。また、非常に強い

熱帯低気圧（カテゴリー4～55）の割合とその大部分のピーク時の風速が地球規模では地球温暖化

の進行に伴い増加すると予測されている（確信度が高い）（B.2.4）。 

熱帯低気圧は暖かい海面から供給された水蒸気が凝結して雲粒になるときに放出される熱をエ

ネルギーとして発達する。地球温暖化によって海面水温の上昇が大きくなると、そのエネルギー

源である水蒸気が増加するために、ひとたび熱帯低気圧が発生すると強度が強まりやすくなると

考えられている。一方で、地球温暖化が進むと対流圏の低緯度から中緯度帯では下層よりも上層

の温度上昇の方が大きくなると予測されているため、大気の鉛直温度構造が安定化し、熱帯低気

圧の発生数は少なくなる地域が多いと考えられている。 

図 C.6 は、気象研究所ほかによる多数の高解像度地球温暖化気候シミュレーション実験の結果

を解析したものである。

ここでは IPCC「第 5 次評

価報告書」における温室

効果ガスの高排出シナリ

オ（RCP8.5）6による 21

世紀末の予測結果を示し

ている。全世界で熱帯低

気圧(台風)の発生総数は 3

割程度減少するものの、

日本の南海上からハワイ

付近及びメキシコの西海

上にかけて猛烈な熱帯低

気圧の出現頻度が増加す

る可能性が高いことを示

している。 

 

 

 

 

●○●○●○●○●○●○●○●○●○●○●○●○●○●○●○●○●○●○● 

                                                   
5 1 分間平均の最大風速に基づき定義された熱帯低気圧の強さで、カテゴリー4 は 58～69m/s、5 は 70m/s 以上。 
6 IPCC 第 5 次評価報告書における温室効果ガスの排出シナリオのひとつで、追加的な緩和策を行わないシナリオ。 

図 C.6 台風（熱帯低気圧）が存在する頻度の変化 
緯度経度 2.25 度×2.25 度格子で見た熱帯低気圧が存在する頻度の変化。赤い

領域で頻度が増加する。有意水準 1%で統計的に有意な変化をしている領域の
み描いている。（上段）全ての強度の熱帯低気圧、 (下段)地表最大風速が 59 

m/s を超える猛烈な熱帯低気圧。 
気象研究所報道発表資料「地球温暖化で猛烈な熱帯低気圧（台風）の頻度が

日本の南海上で高まる ～多数の高解像度温暖化シミュレーションによる予測
～」（気象研究所, 2017）より。 
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2.4 沖縄県の生物季節現象の経年変化 

 

生物季節観測とは、植物や動物の状態が季節によって変化する現象について行う観測であり、

生物に及ぼす気象の影響、季節の遅れ・進みや気候の違いなど総合的な気象状況の推移を知るこ

とを目的として、全国で約 60 か所、沖縄県では 4 か所の気象官署で実施している。ここでは、沖

縄県における植物季節現象の経年変化について述べる。 

 2020 年 12 月に観測種目の全国的な見直しが実施され、植物に関してさくらの開花等の一部の

みが継続されることとなった。従来行っていた動物季節観測は全て廃止された。2021 年以降、沖

縄県においては「うめ開花」「さくら開花」「さくら満開」「すすき開花」の 4 種目のみが継続

されることとなった（うめは那覇及び石垣島の 2 地点のみのため、本レポートでは扱っていない）。

本レポート（2022 年版）においては、従来掲載していた種目について、参考として引き続き掲載

することとする。なお、すみれ（りゅうきゅうこすみれ）開花については、2021 年春の観測に該

当するものが管内 4 地点ともに 2020 年中に観測されたため、2021 年分の観測値として掲載して

いる。 

 また、生物季節観測についても 2021 年 5 月 19 日に新平年値に更新されたため、観測を終了し

た種目についても新しい平年値を基準として再計算した。その結果、地点ごとの平年差の傾向が

変わったことなどの影響により、地域平均の変化傾向が大きく変わった種目がある。平年値更新

によって、てっぽうゆり開花の変化傾向は有意となった。 

 

（1）沖縄県における植物季節現象の遅れ・進み 

沖縄県における植物季節現象 7 種目 8 現象について、2021 年まで（観測を取りやめた種目は

2020 年まで）の 10 年あたりの開花・満開日の進み・遅れを表 2.4.1 に示す。図 2.4.1 に植物季節

現象の開花・満開日の経年変化を示す。 

つばきの開花時期は遅くなる傾向（10 年あたり 2.4 日）が、すみれ（りゅうきゅうこすみれ）

の開花時期は早くなる傾向（10 年あたり 4.4 日）が、てっぽうゆりの開花時期は早くなる傾向（10

年あたり 1.2 日）がみられる。なお、でいごの開花時期は遅くなる傾向（10 年あたり 1.6 日）が

みられるが、近年は害虫（デイゴヒメコバチ）による被害が大きく、近年開花が観測されない地

点が多かったことに留意する必要がある。 

そのほかの種目（さくら開花・満開、さるすべり開花、すすき開花）については、有意水準 5%

で統計的に有意な変化傾向はみられない。 

○ 沖縄県では、すみれ（りゅうきゅうこすみれ）の開花時期は早くなる傾向がみられる。 

○ 沖縄県では、さくら（ひかんざくら）の開花・満開時期は、有意な変化傾向はみられない。 
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表 2.4.1 植物季節現象の 10年あたりの開花・満開日の進み・遅れ 

那覇、南大東島、宮古島、石垣島で開花・満開を観測した日の平年（1991～2020 年の平均値）からの差

を平均した値の変化傾向。負の値は開花・満開が平年に比べて早く、正の値は開花・満開が平年に比べ

て遅いことを示す。沖縄県では、さくらは「ひかんざくら」、すみれは「りゅうきゅうこすみれ」を観

測対象としている。黄色の項目は、有意水準 5%で変化傾向が有意であることを示す。統計期間が橙色の

項目は、現在観測していない種目を表す。 
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図 2.4.1 植物季節現象の開花・満開日の経年変化 
那覇、南大東島、宮古島、石垣島で開花・満開を観測した日の平年（1991～2020 年の平均）からの

差を平均した値。負の値は開花・満開が平年に比べて早く、正の値は開花・満開が平年に比べて遅い

ことを示す。沖縄県では、さくらは「ひかんざくら」、すみれは「りゅうきゅうこすみれ」を観測対

象としている。統計期間 さくら開花：1971～2021 年、さくら満開：1971～2021 年（1974 年、2020

年は観測地点数が 1 以下）、さるすべり開花：1957～2020 年（1958 年、1961 年、1963～1966 年、

1968 年は観測地点数が 1 以下）、つばき開花：1956～2020 年（1960～1961 年、1963～1967 年、

1969 年は観測地点数が 1 以下）、すすき開花：1954～2021 年（1959 年、1962～1970 年は観測地

点数が 1 以下）、すみれ開花：1956～2021 年（1957 年、1961 年、1963～1970 年、1978～1980

年は観測地点数が 1 以下）、でいご開花：1953～2020 年（1960 年、1964 年、2019 年は観測地点

数が 1 以下）、てっぽうゆり開花：1953～2020 年（1959 年、1963 年、1966 年、1968 年は観測地

点数が 1 以下）。橙線：年々の値、黒線：5 年移動平均値、赤の直線：有意水準 5%で統計的に有意

な長期変化傾向。 
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（2）沖縄県の地点ごとのさくら（ひかんざくら）開花の遅れ・進み 

沖縄県の地点ごとの 10 年あたりのさくら開花日の進み・遅れを表 2.4.2 に、図 2.4.2 に各地点

のさくら開花日の経年変化を示す。いずれの地点も有意水準 5%で統計的に有意な長期変化傾向は

みられない。 

 

 

表 2.4.2 地点ごとの 10年あたりのさくら開花日の進み・遅れ 
ひかんざくらの開花を観測した日の平年（1991～2020 年の平均）からの差の変化傾向。

負の値は開花が平年に比べて早く、正の値は開花が平年に比べて遅いことを示す。いずれ

の地点も有意水準 5%で変化傾向が有意なものはない。 

 

図 2.4.2 地点ごとのさくら開花日の経年変化 

ひかんざくらの開花を観測した日の平年（1991～2020 年の平均）からの差。負の値は開花が平年に比べ

て早く、正の値は開花が平年に比べて遅いことを示す。統計期間 那覇：1974～2021 年、南大東島：1 971

～2021 年（1978 年は観測なし）、宮古島：1972～2021 年、石垣島：1953～2021 年（1954 年、1959

～1960 年は観測なし）。橙の細線：年々の値、黒の太線：5 年移動平均値。 
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第３章 沖縄周辺の海域における海洋の経年変化 

海洋と大気は密接に関係しており、地球環境や気候の変動を考える上でも海洋は極めて重要な

存在である。気象庁はこれまで、海洋気象観測船等により長期にわたる海洋の観測、解析を続け

ており、地球環境に関連した海洋の状態とその見通しについては、「海洋の健康診断表」として

気象庁ホームページで提供している 

（https://www.data.jma.go.jp/gmd/kaiyou/shindan/index.html）。 

本章では沖縄周辺の海域における海面水温と海面水位の経年変化について記述する。 

3.1 海面水温の経年変化 

 

ここでは、海面水温の長期変動パターンの類似度を基にして、沖縄周辺の海域を「東シナ海南

部」、「先島諸島周辺」、「沖縄の東」（図 3.1.1）に分類し、それぞれの海域の経年変化につい

て記述する（高槻ほか, 2007）。 

 

（1）年平均海面水温 

各海域の海面水温の 100 年あたりの上昇率（統計期間は 1901～2021 年（東シナ海南部、先島

諸島周辺）、1911～2021 年（沖縄の東））（図 3.1.1）は東シナ海南部で+1.22℃/100 年、沖縄

の東で+0.86℃/100 年、先島諸島周辺で+0.87℃/100 年であり、各海域とも世界全体や北太平洋全

体で平均した海面水温の上昇率（それぞれ+0.56℃/100 年、+0.55℃/100 年）（付録 A.1.3 参照）

より大きくなっている。東シナ海南部では日本の気温の上昇率と同程度だが、沖縄の東と先島諸

島周辺では日本の気温よりも小さな上昇率となっている。およそ 100 年間にわたる日本全国の年

平均気温の上昇率は、+1.28℃/100 年（統計期間：1898～2021 年）（付録 A.1.1 参照）である。 

1900 年から 2021 年までの各海域における年平均海面水温平年差の経年変化を図 3.1.2に示す。

なお、図 3.1.2 では、1 年間の各月の月平均平年差（全 12 個）のうち、5 個以上算出できれば年

平均を算出する。 

沖縄周辺の海域の海面水温は 1998 年が最も高く、沖縄地方の年平均気温も同様である。沖縄

地方の年平均気温（図 2.1.1）と東シナ海南部の年平均海面水温を比べると、1998 年、2016 年、

2017 年、2021 年の高い年や 2011 年の低い年が同様の傾向を示している。  

 

○ 沖縄周辺の海域の年平均海面水温は、長期的には 100 年あたり 0.86～1.22℃の割合で上昇

している。 
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（2）季節別の平均海面水温 

表 3.1.1 に、沖縄周辺の海域における各季節の 100 年あたりの海面水温上昇率を、図 3.1.3～図

3.1.6 に、1900 年から 2021 年までの各海域における季節別の平均海面水温平年差の経年変化を示

す。なお、これらの海域では、海面水温が 1 月から 3 月にかけて最低になり、7 月から 9 月にか

けて最高になることから、季節分けを春（4～6 月）、夏（7～9 月）、秋（10～12 月）、冬（1

～3 月）とした。また、月平均海面水温平年差が季節の中で 2 か月以上ある場合のみ、それらの

平年差を平均して各季節の平均海面水温平年差とした。 

100 年あたりの海面水温上昇率（以下「上昇率」という。）を海域別にみると、東シナ海南部

では秋季と冬季の上昇率が大きくなっており、先島諸島周辺と沖縄の東では秋季の上昇率が最も

大きくなっている。なお、沖縄周辺の海域においては、沖縄の東の春季を除いた全ての海域及び

季節で海面水温が上昇している。 

海域間の違いを季節別にみると、春季と冬季において海域間の差が大きく、いずれも東シナ海

南部の上昇率が大きい。一方、夏季と秋季の上昇率は、海域間の差が小さい（表 3.1.1）。このこ

とから、年平均海面水温の上昇率の差は春季と冬季の上昇率の差によるものと考えられる。 

 

 

図 3.1.1 沖縄周辺の海域における海域区分と 100 年あたりの海面水温上昇率 

統計期間は 1901～2021 年（東シナ海南部、先島諸島周辺）、1911～2021 年（沖縄の東）。 

表 3.1.1 沖縄周辺の海域における各季節の 100 年あたりの海面水温上昇率 
春は 4～6 月、夏は 7～9 月、秋は 10～12 月、冬は 1～3 月。海域ごとに上昇率が最高の季節をピンク色で、

また、上昇率が年平均より大きい季節を薄ピンク色で示している。統計期間は、年平均は図 3.1.1 に、各季

節はそれぞれ図 3.1.3～3.1.6 に同じ。『*』を付加してある上昇率は、有意水準 95％以上で有意であるこ

とを示す（無印は同 99％以上で有意）。 

 

海域＼季節 年平均 春 夏 秋 冬 

東シナ海南部 +1.22 +1.27 +0.72 +1.35 +1.53 

先島諸島周辺 +0.87 +0.70 +0.79 +1.23 +0.92 

沖縄の東 +0.86 +0.53* +0.99 +1.07 +0.92 
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図 3.1.2 沖縄周辺の海域における海域別の年平均海面水温平年差の経年変化 

青丸は各年の平年差を、青の太い実線は 5 年移動平均値を、赤の太い実線は長期変化傾向を表す。平年値の

期間は 1991～2020 年。統計期間は図 3.1.1 に同じ。 
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図 3.1.3 沖縄周辺の海域における海域別の春季平均海面水温の平年差の経年変化 

統計期間は 1901～2021 年（東シナ海南部、先島諸島周辺）、1911～2021 年（沖縄の東）。 

 
 
 

 

図 3.1.4 沖縄周辺の海域における海域別の夏季平均海面水温の平年差の経年変化 

統計期間は 1901～2021 年（東シナ海南部、先島諸島周辺）、1918～2021 年（沖縄の東）。 
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図 3.1.5 沖縄周辺の海域における海域別の秋季平均海面水温の平年差の経年変化 

統計期間は 1901～2021 年（東シナ海南部、先島諸島周辺）、1912～2021 年（沖縄の東）。 

 

 

 

図 3.1.6 沖縄周辺の海域における海域別の冬季平均海面水温の平年差の経年変化 

統計期間は 1901～2021 年（東シナ海南部）、1911～2021 年（先島諸島周辺）、1912～2021 年（沖縄の東）。 
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3.2 海面水位の経年変化 

 

気象庁所管の潮位観測地点（那覇及び石垣：図 3.2.1）における各年の年平均潮位を用いて求め

た、沖縄地方における海面水位の経年変化を図 3.2.2 に示す。統計開始（那覇：1967 年、石垣：

1969 年）以降、海面水位は、那覇は 1 年あたり 2. 3mm、石垣は 1 年あたり 2.4mm の割合で上

昇しており、明瞭な上昇傾向が現れている。 

 
図 3.2.1 海面水位の経年変化を求めた潮位観測地点（●） 

 

 

 

図 3.2.2 那覇（上）と石垣（下）における海面水位平年差の経年変化 

海面水位平年差は年平均潮位から平年値を引いたもの（単位 cm）。平年値の期間は 1991

～2020 年。赤の実線は海面水位の長期変化傾向を表す。なお、地盤変動は考慮してい
ない。 

  

○ 沖縄地方における海面水位は、統計開始以降、1年あたり 2.3～2.4mm の割合で上昇してい

る。 
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コラム５ ●○●○●○●○●○●○●○●○●○●○●○●○●○●○●○ 

海面水位変動の要因 

 

気候変動に関する政府間パネル（IPCC）「第 6 次評価報告書第 1 作業部会報告書」（以下「AR6」）

（IPCC, 2021）は、「世界平均海面水位は、1901～2018 年の間に 0.20［0.15～0.25］m 上昇し

た」（A.1.7）とし、さらに「1900 年以降、少なくとも過去 3 千年間のどの百年よりも急速に上

昇している（確信度が高い）」（A.2.4）と評価している。また上昇率の変化について、「1901

～1971 年の間は 1.3［0.6～2.1］mm/年だったが、1971～2006 年の間は 1.9［0.8～2.9］mm/年

に増大加し、2006～2018 年の間には 3.7［3.2～4.2］mm/年に更に増加した（確信度が高い）。

少なくとも 1971 年以降に観測された世界平均海面水位の上昇の主要な駆動要因は、人間の影響

であった可能性が非常に高い」（A.1.7）と評価し、近年になるほど上昇率が大きくなっていると

している。 

AR6 はその原因について、「気候システムの蓄熱は、陸域の氷の減少と海洋の温暖化による熱

膨張により、世界平均海面水位の上昇をもたらした。1971～2018 年に観測された海面水位上昇

の 50％が海洋の熱膨張で説明される一方、22％は氷河からの氷の減少、20％は氷床からの氷の消

失、8％は陸域における貯水量の変化が寄与した」（A.4.3）としている。すなわち、海水温の上

昇に伴う海水の熱膨張と氷床および氷河の減少が主要な原因だとしている。報告書は続けて

「2010～2019 年の氷床の質量減少速度は、1992～1999 年の 4 倍であった。氷床と氷河の質量減

少が合わさって、2006～2018 年の世界平均海面水位の上昇の支配的な要因となった（確信度が

高い）」（A.4.3）としていて、近年の海面水位上昇の要因への寄与が、熱膨張よりも氷床や氷河

の融解の方が大きくなったことを示している（表 C.7 参照）。 

AR6 は将来の海面水位の変化について、「世界平均海面水位が 21 世紀の間、上昇し続けるこ

とは、ほぼ確実である」（B.5.3）とし、「長期的には、海洋深部の温暖化と氷床の融解が続くた

め、海面水位は数百年から数千年にわたり上昇することが約束されており、数千年にわたり上昇

したままとなる（確信度が高い）」（B.5.4）としており、温室効果ガスの排出削減が進んだ場合

でも海面水位の上昇が続くと指摘している。 

更に AR6 では、可能性が高い範囲だけでな

く、温室効果ガスの高排出シナリオ下におい

て、「可能性が低くとも（もし発生した場合の）

影響が大きいため排除できない氷床のプロセ

ス含む」予測に言及しており、1900 年を基準

として、2100 年には 1.5m を超え、2300 年

には 15m を超える海面水位上昇の可能性も

排除できないとしている。ここに言う「氷床

のプロセス」とは、具体的には南極氷床の大

規模な融解を指している。 

●○●○●○●○●○●○●○●○●○●○●○●○●○●○●○●○●○●○● 

表 C.7 海面水位上昇率の要因別寄与と観測値 
IPCC AR6（IPCC, 2021）を基に作成。 

 
*グリーンランドと南極を除く 
※本文、表中の角括弧は 95％の信頼区間を示す。 
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コラム６ ●○●○●○●○●○●○●○●○●○●○●○●○●○●○●○ 

海洋の酸性化 

 

18 世紀後半のイギリスから始まる世界的な工業化以降、大気中の二酸化炭素は人為起源の排出

によって増加している。それに伴って海洋にも多くの二酸化炭素が溶け込んでおり、その量は人

為起源の二酸化炭素の約 30%を占める。大気中の二酸化炭素の増加は温暖化を引き起こす一方、

海洋中に溶けた二酸化炭素は酸として振る舞う。そのため、一般的に弱アルカリ性を示す海水は、

二酸化炭素が溶けることによってアルカリ性の性質を弱められ、酸性側に近づく（酸性にはなら

ない）。この変化を「海洋の酸性化」と呼ぶ。 

気象庁では海洋気象観測船による海洋観測結果から、北西太平洋海域の表面海水において海洋

の酸性化が進行していることを明らかにし

た（Ishii et al., 2011）。また、当庁の海洋

気象観測船の観測データに加え、国際的な海

洋観測データも取り入れた解析によって、海

洋内部でも酸性化が進行していることを明

らかにした（Takatani et al., 2014）。これ

らの解析をもとに気象庁ホームページ「海洋

の健康診断表」7を通じて、海洋の酸性化に

関する定期的な監視情報を提供している。ま

た、大西洋や南大洋でも同様に酸性化傾向に

あると報告されており、海洋の酸性化は世界

的に進行している。 

現在も大気中の二酸化炭素は増え続けて

おり、今後も海洋の酸性化が進行すると考え

られる。酸性化が進行すると、海水の化学的

な性質が変化し、海洋が二酸化炭素を吸収し

にくくなり、大気中に残留する二酸化炭素が増加することによる温暖化の加速が懸念される。ま

たサンゴなどの海洋生物が殻や骨格を形成することを妨げ、海洋生態系に影響すると指摘されて

いる。 

 気候変動に関する政府間パネル（IPCC）「第 6次評価報告書第 1作業部会報告書」（IPCC, 2021）

は、将来の海洋の変化について、「複数の証拠に基づけば、（中略）、海洋酸性化（ほぼ確実）、（中

略）は、将来の（温室効果ガスの）排出に応じた速度で、21 世紀の間、進行し続けるだろう」（B.5.1）

とし、「海洋深層の酸性化（確信度が非常に高い）（中略）は、数百年から数千年の時間スケール

で不可逆的である」（B.5.1）と評価している。 

 

 

●○●○●○●○●○●○●○●○●○●○●○●○●○●○●○●○●○●○● 

                                                   
7 「海洋の健康診断表」表面海水中の pH の湯嘔気変化傾向（北西太平洋）

（https://www.data.jma.go.jp/gmd/kaiyou/shindan/a_3/pHtrend/pH-trend.html）。 

図 C.8 北西太平洋における海洋酸性化 
東経 137 度線、東経 165 度線の各緯度における表面海

水中の水素イオン濃度指数(pH)の長期変化気象庁ホーム

ページ「海洋の健康診断表」の図を編集。 

https://www.data.jma.go.jp/gmd/kaiyou/shindan/a_3/pHtrend/pH-trend.html
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コラム７  ●○●○●○●○●○●○●○●○●○●○●○●○●○●○●○ 

「日本の気候変動 2020」（文部科学省、気象庁） 

 2020 年 12 月、文部科学省と気象庁は気候変動適応法に基づく国の責務

として、気候変動に関する最新の科学的知見を総合的に取りまとめ、国や

地方公共団体、事業者、国民が気候変動緩和・適応策や気候変動影響評価

の基盤情報として活用できるよう「日本の気候変動 2020 —大気と陸・海洋

に関する観測・予測評価報告書—」8を公表した（図 C.3.1）。 

パリ協定の「2℃目標」が達成された場合（RCP2.6 シナリオ：以下「2℃

上昇シナリオ」）と、追加的な緩和策を取らなかった場合（RCP8.5 シナ

リオ：以下「4℃上昇シナリオ」）のそれぞれについて、あり得

る将来予測を対比させてとりまとめている点が大きな特徴であ

る。様々な利用者に対して必要な情報を提供するため、日本の気

候変動に関する最新の観測事実と将来予測を概観した「本編」と、

より詳細な情報を専門家向けに記述した「詳細版」を提供してい

る。 

気候変動の観測に関する記述は、気象庁の観測点や観測船によ

る観測データ、世界各国で観測され世界気象機関（WMO）の枠

組みで交換・共有された観測データ、衛星観測データ（主に海氷）、

及び再解析データ等を用いて作成した海洋の格子点データを解

析した結果に基づいている。 

気候変動の将来予測は、「IPCC 第 5 次評価報告書」における

2℃上昇及び 4℃上昇シナリオに基づく文部科学省及び気象庁の

予測結果を中心に、不確実性や確信度を付して記述している。 

一例として、21 世紀末における日本付近の

気温（図 C.3.2）及び海面水温の将来予測（図

C.3.3）を掲載する。 

気象庁は、これまで「地球温暖化予測情報

第 9 巻」（2017）において、4℃上昇シナリ

オに基づく将来予測を公表していたが、今回

文部科学省の成果も含め、2℃上昇シナリオ

に基づく将来予測を対比させて示したこと

で、各方面の緩和策・適応策の計画・実行に

際し、本報告書が基盤的な情報として、より

幅広く参照されるよう取り組んでいく。 

 

●○●○●○●○●○●○●○●○●○●○●○●○●○●○●○●○●○●○● 

                                                   
8https://www.data.jma.go.jp/cpdinfo/ccj/index.html（気象庁ホームページ） 

図 C.3.1 日本の気候変

動 2020（本編）表紙 

図 C.3.3 21 世紀末の日本近海の海域平均海面水温の 20 

世紀末からの上昇量（℃）(本編 図 13.1) 

2℃上昇シナリオ（左）及び 4℃上昇シナリオ（右）に基

づく見積もり。図中の [#] は、統計的に有意な変化傾向

が見出せない海域を示す。 

図 C.3.2  21 世紀末（2076～2095 

年平均）における日本の年平均気

温の変化の分布（℃）(本編 図 3.1) 

左：4℃上昇シナリオ、右：2℃上

昇シナリオでの予測。20 世紀末

（1980～1999 年平均）との差。 

https://www.data.jma.go.jp/cpdinfo/ccj/index.html
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第４章 数値モデルによる沖縄の気候変動予測 

気象庁は、我が国における地球温暖化の緩和策や適応策の検討に資すること、また、地球温暖

化に関する科学的な知識の普及を目的に、平成 8 年度から数値モデルによる気候変動の予測結果

を「地球温暖化予測情報」として数年おきに公表している。本章では地球温暖化予測情報第 9 巻

（気象庁, 2017）のデータを利用して、沖縄の気候変動予測について記述する。 

4.1 予測計算の概要と解析方法 

（1）予測計算の概要 

予測計算に用いた数値モデルは、気象庁気象研究所が開発した水平解像度 5km の非静力学地域

気候モデル（NonHydrostatic Regional Climate Model:NHRCM05）（Sasaki et al., 2011）で

ある。実行にあたっては、まず気象庁気候研究所が開発した水平解像度 20km の全球大気モデル

（MRI-AGCM3.2S）（Mizuta et al., 2012）に海面水温・海氷被覆データを境界条件として与え、

20 世紀末 20 年分（1980～1999 年、以下「20 世紀末」という。）及び 21 世紀末 20 年分（2076

～2095 年、以下「21 世紀末」という。）の計算を行った。次に、それらの結果を境界条件とし

て、日本とその周辺を対象として NHRCM05 による計算を行った（図 4.1.1）。 

本予測計算に与えられた温室効果ガス濃度の見通しは、IPCC 第 5 次評価報告書（IPCC, 2013）

（以下「AR5」という。）で用いられた「RCP8.5 シナリオ」（4℃上昇シナリオ：現時点を超え

る追加的な緩和策を取らない将来）及び「RCP2.6 シナリオ」（2℃上昇シナリオ：パリ協定の 2℃

目標を達成する将来）を基にしている。 

また、海面水温データは、RCP8.5/2.6 シナリオ下での 4 通り（メンバー）の予測結果を用い（図

4.1.2）、それぞれに対して MRI-AGCM3.2S 及び NHRCM05 による計算を行った。（詳細は「地

球温暖化予測情報第 9 巻」の第 1 章 1.1～1.2 参照。） 

本レポート（2022.3 版）から、「RCP2.6 シナリオ」による将来予測を追加した。 

 

（2）解析方法 

20 世紀末に対する 21 世紀末の変化は、4 メンバーの 21 世紀末の平均値と 20 世紀末の平均値

との差又は比として示す。降水関連要素で予測として示している数値は、沖縄県内での平均又は

積算であって、特定の地点を代表するものではないことに留意が必要である。 

この章においては沖縄県全域を便宜的に「沖縄地方」と表現する箇所があり、県内各地方とは

「沖縄本島・大東島地方」「宮古島地方」「八重山地方」の 3 地域を指す。 

21 世紀末と 20 世紀末との差又は比の有意性の検定には、Mann-Whitney 検定（Mann and 

Whitney, 1947）を用い、本章では有意水準 90%以上（両側）で有意な場合のみ「有意に増加（減

少）している」と表現し、数値を赤字（青字）で表示した。なお、降水量に関する項目について

は、増加（減少）を青字（赤字）で表示した。 

気温の階級別日数、降水の階級別日数及び発生頻度については、気候モデルの出力値を観測デ

ータと比較してバイアス補正した上で変化量を算出しており、観測地点に対応する格子点のみを



 

72 

 

用いている。また、地域平均を棒グラフで示した図も、バイアス補正した値で評価している。（詳

細は「地球温暖化予測情報第 9 巻」の第 1 章 1.3 参照。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 4.1.1 NHRCM で計算を行った領域 
文部科学省研究開発局(2014)より。 

図 4.1.2 海面水温分布の異なる 4パターン（将来変化） 
Mizuta et al.（2014）より。熱帯域の海面水温の昇温量が同じになるように規格化している。 

（a）28 モデル平均で熱帯太平洋中～東部での昇温が大きく、エルニーニョ的な変化を示す。 

  （エルニーニョ現象とは、太平洋赤道域の日付変更線付近から南米沿岸にかけて海面水温が平年より高

くなり、 その状態が 1 年程度続く現象である。） 

（b）クラスター1（8 モデル）：熱帯太平洋中～東部での昇温が小さく、南北半球間のコントラストも小さ

い。 

（c）クラスター2（14 モデル）：（a）よりも更にエルニーニョ的な変化を示す。 

（d）クラスター3（6 モデル）：熱帯太平洋中～東部での昇温が小さく、南北半球間のコントラストが大き

い。 
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4.2 沖縄の気温の将来予測 

 

（1）平均気温 

表 4.2.1 及び図 4.2.1 は、沖縄県及び県内各地方別にみた、地域気候モデルによる年及び季節別

の 20 世紀末と 21 世紀末の平均気温の差を示したもので、いずれも有意に上昇する。いずれのシ

ナリオでも、年及び季節ごとの平均気温の増加量（図中の棒グラフ）は 20 世紀末の年々変動の幅

（図中の細い縦線）よりも大きく、特に RCP8.5 シナリオでは、20 世紀末にその季節としてはほ

とんど現れることのなかったような高い気温が平均的な状態となることをを示している。 

図 4.2.2 は、地域気候モデルによる 20 世紀末と 21 世紀末の年平均気温の差の分布を示したも

のである。図 4.2.3 は、年平均気温の観測値（1980～1999 年の平均値）の分布を参考として示し

たものである。20 世紀末の年平均気温は那覇で 22.9℃なので、RCP8.5 シナリオでは 21 世紀末

に年平均気温が 3.3℃上昇し、約 26℃になることに示している。 

主な地点における 20 世紀末の年平均気温（観測値（1980～1999 年の平均値））は次のとおり。

那覇：22.9℃、名護：22.3℃、久米島：22.8℃、宮古島：23.5℃、石垣島：24.2℃、西表島：23.4℃、

与那国島：23.7℃、南大東島：23.2℃。 

 

 

表 4.2.1 沖縄県及び各地方別の平均気温（年・季節別）の将来変化 

地域気候モデルによる 21 世紀末と 20 世紀末との差を統計的に処理し、将来における 4 メンバー平均の変化

量と年々変動の幅の各数値を「将来変化量±標準偏差」で示し、その将来変化量が信頼度水準 90%で有意に増

加（減少）する場合は、黄色の項目で赤字（青字）としている。 
 

平均気温の
変化(℃) 

シナリオ 年 
春   

（3～5 月） 
夏   

（6～8 月） 
秋    

（9～11 月） 
冬    

（12～2 月） 

沖縄県 

(沖縄地方) 

RCP8.5 3.3±0.5 3.0±0.7 3.2±0.4 3.5±0.5 3.5±0.8 

RCP2.6 1.0±0.3 0.8±0.5 0.9±0.3 1.0±0.4 1.3±0.7 

沖縄本島・
大東島地方 

RCP8.5 3.3±0.5 3.0±0.7 3.1±0.4 3.5±0.6 3.5±0.8 

RCP2.6 1.1±0.3 0.8±0.5 0.9±0.3 1.1±0.5 1.4±0.8 

宮古島地方 
RCP8.5 3.3±0.4 3.1±0.6 3.2±0.4 3.4±0.6 3.4±0.7 

RCP2.6 1.0±0.3 0.9±0.5 1.0±0.4 1.0±0.4 1.2±0.7 

八重山地方 
RCP8.5 3.2±0.4 3.0±0.6 3.2±0.5 3.4±0.5 3.3±0.7 

RCP2.6 1.0±0.4 0.8±0.5 1.0±0.4 1.0±0.4 1.2±0.7 

RCP8.5/2.6 シナリオ（4℃上昇/2℃上昇シナリオ）に基づく将来予測 

○ 21 世紀末は 20世紀末と比較して、沖縄県の年平均気温は 3.3/1.0℃の上昇が予測される。 

○ 沖縄県の猛暑日の年間日数は 57/1.5 日程度の増加、真夏日の年間日数は 92/32 日程度の増

加、熱帯夜の年間日数は 97/35 日程度の増加が予測される。 
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図 4.2.1 沖縄県及び各地方別の平均気温（年・季節別）の将来変化 

地域気候モデルによる 21 世紀末と 20 世紀末との差を統計的に処理し、21 世紀末の 4 メンバー平均の変化

量を表す。赤い棒グラフは RCP8.5 シナリオ、青い棒グラフは RCP2.6 シナリオによる変化量、20 世紀末の値

を基準（0）として左側に示している。細い縦線はそれぞれの年々変動の幅を表している。 
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図 4.2.2 年平均気温の将来変化 
地域気候モデルによる 21 世紀末と 20 世紀末との差。4 メンバーの平均。上の図は RCP8.5 シナリオ、下の図

は RCP2.6 シナリオによる予測。 

 

 

図 4.2.3 年平均気温の観測値（1980～1999 年の平均値） 

 

  

℃ 

℃ 
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（2）最高気温 

表 4.2.2 及び図 4.2.4 は、沖縄県及び県内各地方別にみた、地域気候モデルによる年及び季節別

に平均した 20 世紀末と 21 世紀末の最高気温の差を示したもので、いずれも有意に上昇する。 

図 4.2.5 は、地域気候モデルによる年平均した 20 世紀末と 21 世紀末の最高気温の差の分布を

示したものである。図 4.2.6 は、年平均最高気温の観測値（1980～1999 年の平均値）の分布を参

考として示したものである。20 世紀末の年平均最高気温は那覇で 25.5℃なので、RCP8.5 シナリ

オの場合には21世紀末に年平均最高気温が3.2℃上昇し、約29℃になることを示している。また、

夏の平均最高気温は那覇で30.8℃なので、RCP8.5シナリオでは21世紀末に夏の最高気温が3.1℃

上昇すると約 34℃になることを示している。 

主な地点における 20 世紀末の年平均最高気温（観測値（1980～1999 年の平均値））は次のと

おり。那覇：25.5℃、名護：25.5℃、久米島：25.4℃、宮古島：26.1℃、石垣島：26.7℃、西表

島：26.4℃、与那国島：26.0℃、南大東島：26.1℃。 

 

 

表 4.2.2 沖縄県及び各地方別の最高気温（年・季節別）の将来変化 

地域気候モデルによる 21 世紀末と 20 世紀末との差を統計的に処理し、将来における 4 メンバー平均の変化

量と年々変動の幅の各数値を「将来変化量±標準偏差」で示し、その将来変化量が有意水準 90%で有意に増加

（減少）する場合は、黄色の項目で赤字（青字）としている。 
 

最高気温の
変化(℃) 

シナリオ 年 
春   

（3～5 月） 
夏   

（6～8 月） 
秋    

（9～11 月） 
冬    

（12～2 月） 

沖縄県 
(沖縄地方) 

RCP8.5 3.2±0.4 2.9±0.6 3.1±0.4 3.4±0.5 3.4±0.7 

RCP2.6 1.0±0.3 0.8±0.5 0.9±0.3 1.0±0.4 1.3±0.7 

沖縄本島・
大東島地方 

RCP8.5 3.2±0.4 3.0±0.6 3.1±0.4 3.4±0.5 3.5±0.8 

RCP2.6 1.0±0.3 0.8±0.5 0.9±0.3 1.0±0.4 1.3±0.8 

宮古島地方 
RCP8.5 3.2±0.4 3.0±0.6 3.1±0.4 3.3±0.6 3.3±0.7 

RCP2.6 1.0±0.3 0.8±0.5 0.9±0.4 1.0±0.4 1.2±0.7 

八重山地方 
RCP8.5 3.2±0.4 2.9±0.6 3.1±0.5 3.3±0.5 3.2±0.7 

RCP2.6 1.0±0.3 0.8±0.5 0.9±0.4 1.0±0.4 1.2±0.7 
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図 4.2.4 沖縄県及び各地方別の最高気温（年・季節別）の将来変化 

地域気候モデルによる 21 世紀末と 20 世紀末との差を統計的に処理し、21 世紀末の 4 メンバー平均の変化

量を表す。赤い棒グラフは RCP8.5 シナリオ、青い棒グラフは RCP2.6 シナリオによる変化量、20 世紀末の

値を基準（0）として左側に示している。細い縦線はそれぞれの年々変動の幅を表している。 
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図 4.2.5 年平均最高気温の将来変化 
 地域気候モデルによる 21 世紀末と 20 世紀末との差。4 メンバーの平均。上の図は RCP8.5 シナリオ、下

の図は RCP2.6 シナリオによる予測。 

 

 

図 4.2.6 年平均した最高気温の観測値（1980～1999 年の平均値） 

 

  

℃ 

℃ 
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（3）最低気温 

表 4.2.3 及び図 4.2.7 は、沖縄県及び県内各地方別にみた、地域気候モデルによる年及び季節別

に平均した 20 世紀末と 21 世紀末の最低気温の差を示したもので、いずれも有意に上昇する。平

均気温や最高気温よりも上昇幅が大きくなっている。 

図 4.2.8 は、地域気候モデルによる年平均した 20 世紀末と 21 世紀末の最低気温の差の分布を

示したものである。図 4.2.9 は、年平均最低気温の観測値（1980～1999 年の平均値）の分布を参

考として示したものである。20 世紀末の年平均最低気温は那覇で 20.7℃なので、RCP8.5 シナリ

オでは 21 世紀末に 3.4℃上昇し、約 24℃になることを示している。また、冬の平均最低気温は那

覇で 14.9℃なので、21 世紀末には冬の最低気温が 3.6℃上昇すると、約 18℃になることを示して

いる。 

主な地点における 20 世紀末の年平均最低気温（観測値（1980～1999 年の平均値））は次のと

おり。那覇：20.7℃、名護：19.4℃、久米島：20.4℃、宮古島：21.4℃、石垣島：22.1℃、西表

島：20.8℃、与那国島：21.7℃、南大東島：20.3℃。 

 

 

表 4.2.3 沖縄県及び各地方別の最低気温（年・季節別）の将来変化 

地域気候モデルによる 21 世紀末と 20 世紀末との差を統計的に処理し、将来における 4 メンバー平均の変化

量と年々変動の幅の各数値を「将来変化量±標準偏差」で示し、その将来変化量が有意水準 90%で有意に増加

（減少）する場合は、黄色の項目で赤字（青字）としている。 
 

最低気温の
変化(℃) 

シナリオ 年 
春   

（3～5 月） 
夏   

（6～8 月） 
秋    

（9～11 月） 
冬    

（12～2 月） 

沖縄県 

(沖縄地方) 

RCP8.5 3.4±0.5 3.1±0.7 3.2±0.4 3.5±0.6 3.6±0.8 

RCP2.6 1.1±0.3 0.8±0.6 1.0±0.4 1.1±0.5 1.4±0.8 

沖縄本島・

大東島地方 

RCP8.5 3.4±0.5 3.1±0.8 3.2±0.4 3.6±0.6 3.6±0.6 

RCP2.6 1.1±0.3 0.8±0.6 1.0±0.4 1.1±0.5 1.5±0.8 

宮古島地方 
RCP8.5 3.4±0.5 3.2±0.7 3.3±0.4 3.5±0.6 3.6±0.8 

RCP2.6 1.0±0.3 0.9±0.6 1.0±0.4 1.0±0.4 1.3±0.7 

八重山地方 
RCP8.5 3.3±0.5 3.1±0.7 3.3±0.5 3.4±0.6 3.4±0.7 

RCP2.6 1.0±0.3 0.8±0.5 1.0±0.4 1.0±0.4 1.3±0.7 
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図 4.2.7 沖縄県及び各地方別の最低気温（年・季節別）の将来変化 

地域気候モデルによる 21 世紀末と 20 世紀末との差を統計的に処理し、21 世紀末の 4 メンバー平均の変化

量を表す。赤い棒グラフは RCP8.5 シナリオ、青い棒グラフは RCP2.6 シナリオによる変化量、20 世紀末の

値を基準（0）として左側に示している。細い縦線はそれぞれの年々変動の幅を表している。 
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図 4.2.8 年平均最低気温の将来変化 
 地域気候モデルによる 21 世紀末と 20 世紀末との差。4 メンバーの平均。上の図は RCP8.5 シナリオ、下の

図は RCP2.6 シナリオによる予測。 

 

 

図 4.2.9 年平均した最低気温の観測値（1980～1999 年の平均値） 

 

  

℃ 
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（4）猛暑日の日数 

表 4.2.4 及び図 4.2.10 は、沖縄県及び県内各地方別にみた、地域気候モデルによる年間及び季

節別の、の 20 世紀末と 21 世紀末の猛暑日（最高気温が 35℃以上の日）日数の差を示したもので、

年間日数はいずれも有意に増加する。特に夏の増加が大きい。春は八重山地方を除き有意な変化

がみられず、冬はいずれの地域でも現れない予測となっている。 

図 4.2.11 は、地域気候モデルによる 20 世紀末と 21 世紀末の猛暑日の年間日数の差の分布を示

したものである。20 世紀末の猛暑日の年間日数（観測値（1980～1999 年の平均値））は県内各

地で 0.0 日か多くても 0.1 日で、沖縄でほとんど現れなかったが、RCP8.5 シナリオでは 21 世紀

末に年間約 57 日と大幅に増加することを示している。猛暑日の日数の増加によって、熱中症のリ

スクの増大が懸念される。 

 

 

表 4.2.4 沖縄県及び各地方別の猛暑日日数（年間・季節別）の将来変化 

地域気候モデルによる 21 世紀末と 20 世紀末との差を統計的に処理し、将来における 4 メンバー平均の変化

量と年々変動の幅（バイアス補正済み）の各数値を「将来変化量±標準偏差」で示し、その将来変化量が有意

水準 90%で有意に増加（減少）する場合は、黄色の項目で赤字（青字）としている。20 世紀末と 21 世紀末で

いずれも出現日数がゼロ、4 メンバーの変化傾向が一致しない場合又は有意水準 90％で統計的に有意ではない

場合は空欄としている。 
 

猛暑日 
日数の変化
（日） 

シナリオ 年 
春 

（3～5 月） 
夏 

（6～8 月） 
秋 

（9～11 月） 
冬 

(12～2 月) 

沖縄県 

(沖縄地方) 

RCP8.5 56.6±13.6 0.2±0.4 49.5±10.4 6.9±5.7  

RCP2.6 1.5±2.3  1.5±2.3   

沖縄本島・

大東島地方 

RCP8.5 49.2±12.1  43.3±9.7 5.9±5.0  

RCP2.6 1.2±1.9  1.2±1.9   

宮古島地方 
RCP8.5 59.4±16.5  51.7±12.8 7.7±7.7  

RCP2.6 1.3±2.8  1.3±2.8   

八重山地方 
RCP8.5 69.4±15.8 0.6±1.2 60.4±11.5 8.4±6.7  

RCP2.6 2.4±3.7  2.3±3.7   
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図 4.2.10 沖縄県及び各地方別の猛暑日日数（年間・季節別）の将来変化 

地域気候モデルによる 21 世紀末と 20 世紀末との差を統計的に処理し、21 世紀末の 4 メンバー平均の変化

量（バイアス補正済み）を表す。赤い棒グラフは RCP8.5 シナリオ、青い棒グラフは RCP2.6 シナリオによ

る変化量、20 世紀末の値を基準（0）として左側に示している。細い縦線はそれぞれの年々変動の幅を表し

ている。横軸に季節の表示がないものは、20 世紀末、両シナリオの 21 世紀末のいずれにおいても現象が発

生しない。 
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図 4.2.11 猛暑日の年間日数の将来変化 
 地域気候モデルによる21世紀末と20世紀末との差（バイアス補正済み）。4メンバーの平均。上の図はRCP8.5

シナリオ、下の図は RCP2.6 シナリオによる予測。変化傾向（増減）が 4 メンバーとも一致した地点のみ年間

日数を表示している。（20 世紀末と 21 世紀末のいずれも現象の発生がゼロの場合は表示していない）。 

 

  

日 
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（5）真夏日の日数 

表 4.2.5 及び図 4.2.12 は、沖縄県及び県内各地方別にみた、地域気候モデルによる年間及び季

節別の 20 世紀末と 21 世紀末の真夏日（最高気温が 30℃以上の日）日数の差を示したもので、年

間日数はいずれも有意に増加する。現在でも多くの真夏日が記録される夏よりも、季節の進行に

伴って現在では真夏日が少なくなってくる秋の増加が著しい。 

図 4.2.13 は、地域気候モデルによる 20 世紀末と 21 世紀末の真夏日の年間日数の差の分布を示

したものである。図 4.2.14 は、真夏日の年間日数の観測値（1980～1999 年の平均値）を参考と

して示したものである。20 世紀末の真夏日の年間日数は、那覇では 93 日なので、RCP8.5 シナ

リオでは 21 世紀末に真夏日の年間日数は約 92 日増加し、約 180 日になることを示している。真

夏日日数の増加によって、熱中症のリスクの増大と長期化が懸念される。 

主な地点における 20 世紀末の真夏日の年間日数（観測値（1980～1999 年の平均値））は次の

とおり。那覇：93 日、名護：91 日、久米島：90 日、宮古島：94 日、石垣島：109 日、西表島：

99 日、与那国島：90 日、南大東島：96 日。 

 

表 4.2.5 沖縄県及び各地方別の真夏日日数（年間・季節別）の将来変化 

地域気候モデルによる 21 世紀末と 20 世紀末との差を統計的に処理し、将来における 4 メンバー平均の変化

量と年々変動の幅（バイアス補正済み）の各数値を「将来変化量±標準偏差」で示し、その将来変化量が有意

水準 90%で有意に増加（減少）する場合は、黄色の項目で赤字（青字）としている。20 世紀末と 21 世紀末の

いずれも出現日数がゼロ、4 メンバーの変化傾向が一致しない場合又は有意水準 90％で統計的に有意ではない

場合は空欄としている。 
 

真夏日 
日数の変化
（日） 

シナリオ 年 
春 

（3～5 月） 
夏 

（6～8 月） 
秋 

(9～11 月) 
冬 

(12～2 月) 

沖縄県 
(沖縄地方) 

RCP8.5 91.6±9.7 20.5±6.3 30.6±1.4 40.4±6.1 0.1±0.1 

RCP2.6 32.2±3.2 2.9±3.2 16.4±5.2 12.9±5.8  

沖縄本島・
大東島地方 

RCP8.5 88.3±9.3 11.6±5.8 37.9±2.2 38.7±5.9  

RCP2.6 31.0±9.3 0.8±1.9 18.9±6.0 11.3±5.8  

宮古島地方 
RCP8.5 94.6±11.3 27.6±7.8 24.3±0.8 42.7±7.1  

RCP2.6 32.7±10.8 3.9±4.8 14.3±5.5 14.5±7.0  

八重山地方 
RCP8.5 96.3±11.7 33.6±8.0 20.3±0.5 42.2±6.9 0.3±0.4 

RCP2.6 34.1±10.7 6.6±5.6 12.7±4.4 14.8±6.5  
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図 4.2.12 沖縄県及び各地方別の真夏日日数（年間・季節別）の将来変化 

地域気候モデルによる 21 世紀末と 20 世紀末との差を統計的に処理し、21 世紀末の 4 メンバー平均の変化

量（バイアス補正済み）を表す。赤い棒グラフは RCP8.5 シナリオ、青い棒グラフは RCP2.6 シナリオによる

変化量、20 世紀末の値を基準（0）として左側に示している。細い縦線はそれぞれの年々変動の幅を表してい

る。横軸に季節の表示がないものは、20 世紀末、両シナリオの 21 世紀末のいずれにおいても現象が発生しな

い。 
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図 4.2.13 真夏日の年間日数の将来変化 
 地域気候モデルによる21世紀末と20世紀末との差（バイアス補正済み）。4メンバーの平均。上の図はRCP8.5

シナリオ、下の図は RCP2.6 シナリオによる予測。変化傾向（増減）が 4 メンバーとも一致した地点のみ年間

日数を表示している。（20 世紀末と 21 世紀末のいずれも現象の発生がゼロの場合は表示していない）。 

 

 

図 4.2.14 真夏日の年間日数の観測値（1980～1999 年の平均値） 
 図 4.2.13 に対応する地点を概ね表示している。 

日 

日 
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（6）熱帯夜の日数 

表 4.2.6 及び図 4.2.15 は、沖縄県及び県内各地方別にみた、地域気候モデルによる年間及び季

節別の 20 世紀末と 21 世紀末の熱帯夜（夜間から明け方の最低気温が 25℃以上のことだが、ここ

では日最低気温が 25℃以上の日とする。）の日数の差を示したもので、冬以外はいずれも地域も

有意に増加する。現在も多くの熱帯夜が記録される夏よりも、季節の進行に伴って現在では熱帯

夜が少なくなってくる秋の増加が特に著しい。 

図 4.2.16 は、地域気候モデルによる 20 世紀末と 21 世紀末の熱帯夜の年間日数の差の分布を示

したものである。図 4.2.17 は、熱帯夜の年間日数の観測値（1980～1999 年の平均値）を参考と

して示したものである。20 世紀末の熱帯夜の年間日数は那覇で 97 日なので、21 世紀末には熱帯

夜の年間日数が約 97 日増加し、約 190 日になることを示している。熱帯夜日数の増加によって、

夜間の熱中症のリスクの増大と長期化が懸念される。 

主な地点における 20 世紀末の熱帯夜の年間日数（観測値（1980～1999 年の平均値））は次の

とおり。那覇：97 日、名護：75 日、久米島：84 日、宮古島：98 日、石垣島：119 日、西表島：

69 日、与那国島：102 日、南大東島：74 日。 

 

表 4.2.6 沖縄県及び各地方別の熱帯夜の日数（年間・季節別）の将来変化 

地域気候モデルによる 21 世紀末と 20 世紀末との差を統計的に処理し、将来における 4 メンバー平均の変化

量と年々変動の幅（バイアス補正済み）の各数値を「将来変化量±標準偏差」で示し、その将来変化量が有意

水準 90%で有意に増加（減少）する場合は、黄色の項目で赤字（青字）としている。将来変化量が有意水準

90%で有意に増加（減少）しない場合は黒字としている。20 世紀末と 21 世紀末のいずれも出現日数がゼロ、

4 メンバーの変化傾向が一致しない場合又は有意水準 90％で統計的に有意ではない場合は空欄としている。 
 

熱帯夜 
日数の変化
（日） 

シナリオ 年 
春 

（3～5 月） 
夏 

（6～8 月） 
秋 

(9～11 月) 
冬 

(12～2 月) 

沖縄県 
(沖縄地方) 

RCP8.5 96.5±10.3 24.2±6.7 27.6±1.8 44.2±6.7 0.4±0.6 

RCP2.6 35.3±10.2 4.1±3.4 16.8±5.1 14.4±7.1  

沖縄本島・
大東島地方 

RCP8.5 91.1±10.4 15.2±6.5 33.9±2.5 41.9±7.0 0.1±0.2 

RCP2.6 34.6±10.5 1.3±1.9 20.1±6.4 13.2±5.8  

宮古島地方 
RCP8.5 102.2±11.7 33.4±8.0 19.4±1.3 49.1±7.3 0.4±0.9 

RCP2.6 35.7±11.3 6.8±5.5 11.8±4.7 17.1±8.4  

八重山地方 
RCP8.5 103.6±11.8 36.3±8.0 20.5±1.4 45.6±7.1 1.2±1.6 

RCP2.6 36.5±11.4 8.0±5.8 13.6±4.2 14.9±7.7  
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図 4.2.15 沖縄県及び各地方別の熱帯夜日数（年間・季節別）の将来変化 

地域気候モデルによる 21 世紀末と 20 世紀末との差を統計的に処理し、21 世紀末の 4 メンバー平均の変化量

（バイアス補正済み）を表す。赤い棒グラフは RCP8.5 シナリオ、青い棒グラフは RCP2.6 シナリオによる変

化量、20 世紀末の値を基準（0）として左側に示している。細い縦線はそれぞれの年々変動の幅を表している。 
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図 4.2.16 熱帯夜の年間日数の将来変化 
 地域気候モデルによる 21世紀末と 20世紀末との差（バイアス補正済み）。4メンバーの平均。上の図はRCP8.5

シナリオ、下の図は RCP2.6 シナリオによる予測。変化傾向（増減）が 4 メンバーとも一致した地点のみそれ

らの平均値を表示している。（20 世紀末と 21 世紀末のいずれも減少の発生がゼロの場合は表示していない）。 

 

 

図 4.2.17 熱帯夜の年間日数の観測値（1980～1999 年の平均値） 
 図 4.2.16 に対応する地点を概ね表示している。 

日 

日 
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4.3 沖縄の降水の将来予測 

 

 降水に関する将来予測は不確実性が大きく、対象地域や対象期間が狭くなるほど不確実性は増

大する。その理由として次のようなことが考えられる。 

 雲を作り更に降水をもたらす大気の流れなどの変化についての予測が、対象とする空間の広

がりが狭くなるほど不確実性が高く、この影響が大きい要素は将来予測が難しくなること 

 季節や年などの長い期間で平均した降水量の変化が、降水をもたらす低気圧の経路や前線の

位置が、地球温暖化の進行に伴う大気の流れに応じて変化することや、大気の流れの変化に

伴う降水量変化が地形の影響を複雑に受けること 

 こうした背景があり、予測の不確実性が大きいことを踏まえて、降水に関する将来予測は沖縄

県（沖縄地方）を対象とした結果のみを掲載する。掲載した結果についても不確実性が大きいこ

とを十分に踏まえて活用されたい。 

（1）年降水量 

図 4.3.1 及び付表は、地域気候モデルによる沖縄県の年降水量の 20 世紀末と 21 世紀末の差を

示したものである。RCP8.5 シナリオでは有意な変化はみられない。 

 

 
沖縄県の年降水量の将来変化（mm） 年 

RCP8.5 シナリオ 94.2±456.1 

RCP2.6 シナリオ 308.5±444.5 

図 4.3.1 及び付表 沖縄県における年降水量の将来変化 

地域気候モデルによる 21 世紀末と 20 世紀末との差を統計的に処理し、21 世紀末の 4 メンバー平均の変化

量を表す。赤い棒グラフは RCP8.5 シナリオ、青い棒グラフは RCP2.6 シナリオによる変化量、20 世紀末の値

を基準（0）として左側に示している。細い縦線はそれぞれの年々変動の幅を表している。付表はそれらの各

数値を「将来変化量±標準偏差」で示している。その将来変化量が有意水準 90%で有意に増加（減少）する場

合はのみ、黄色の項目で青字（赤字）とし、有意水準 90%で有意に増加（減少）しない場合は黒字としている。 

RCP8.5/2.6 シナリオ（4℃上昇/2℃上昇シナリオ）に基づく将来予測 

○ 4℃上昇シナリオでは、21 世紀末は 20 世紀末と比較して、沖縄県の日降水量 100mm 以上の

年間発生回数は約 1.4 倍に、1時間降水量 50mm 以上の年間発生回数は約 2.1 倍に増えると予

測される。 

○ 沖縄県の無降水日の年間日数は、4℃上昇シナリオでは 8日程度増えると予測される。 
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（2）日降水量 100mm 以上の発生回数 

図 4.3.2 及び付表は、地域気候モデルによる沖縄県の 20 世紀末と 21 世紀末の日降水量 100mm

以上の降水の年間発生回数及びその差（１地点あたり）を示したもので、統計的に有意に増加す

る。21 世紀末の日降水量 100mm 以上の年間発生回数は、RCP8.5 シナリオでは 20 世紀末の約

1.4 倍に、RCP2.6 シナリオでは 20 世紀末の約 1.5 倍に増える。これは気温の上昇に伴って、大

気中の水蒸気量が増加することが主なであると考えられる。大雨の発生頻度の増加によって、洪

水、氾濫、土砂災害などの自然災害リスクの増大が懸念される。 

図 4.3.3 は、地域気候モデルによる 20 世紀末と 21 世紀末の日降水量 100mm 以上の年間発生

回数の差の分布を示したものである。降水は気温に比べて地点ごとの変化予測の不確実性が大き

いため、地点別の変化にとらわれず、沖縄県の全般的な変化傾向として認識していただきたい。 

 

 
沖縄県における日降水量

100mm 以上の年間発生回数の
変化（回）（１地点あたり） 

年 

RCP8.5 シナリオ 1.2±1.7 

RCP2.6 シナリオ 1.4±1.7 

図 4.3.2 及び付表 沖縄県におけるの日降水量 100mm 以上の年間発生回数の変化（１地点あた

り） 

地域気候モデルによる 21 世紀末と 20 世紀末との差を統計的に処理し、21 世紀末の 4 メンバー平均の発生

回数（バイアス補正済み）を表す。灰色の棒グラフは 20 世紀末の発生回数、赤い棒グラフは RCP8.5 シナリ

オ、青い棒グラフは RCP2.6 シナリオによる平均発生回数、細い縦線はそれぞれの年々変動の幅を表している。

ただし、20 世紀末の結果には補正後も依然としてバイアスが残っており、実際の観測値と異なることに注意。

付表はそれらの各数値を「将来変化量±標準偏差」で示し、その将来変化量が有意水準 90%で有意に増加（減

少）する場合のみ黄色の項目で青字（赤字）としている。 
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図 4.3.3 日降水量 100mm 以上の年間発生回数の将来変化 
 地域気候モデルによる21世紀末と20世紀末との差（バイアス補正済み）。4メンバーの平均。上の図はRCP8.5

シナリオ、下の図は RCP2.6 シナリオによる予測。変化傾向（増減）が 4 メンバーとも一致した地点のみそれ

らの平均値を表示している。（20 世紀末と 21 世紀末のいずれも減少の発生がゼロの場合は表示していない）。

地点別の変化傾向にとらわれず、沖縄県の全般的な変化傾向として認識していただきたい。 

 

  

回 
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（3）1時間降水量 50mm 以上の発生回数 

図 4.3.4 及び付表は、地域気候モデルによる沖縄県における 20 世紀末と 21 世紀末の 1 時間降

水量 50mm 以上の年間発生回数及びその差（１地点あたり）を示したもので、差は有意に増加す

る。21 世紀末の 1 時間降水量 50mm 以上の年間発生回数は、RCP8.5 シナリオでは 20 世紀末の

約 2.1 倍に、RCP2.6 シナリオでは約 2.4 倍になる。これは気温の上昇に伴って、大気中の水蒸気

量が増加するためであると考えられる。短時間強雨の発生頻度の増加によって、洪水、氾濫、土

砂災害などの自然災害リスクの増大が懸念される。 

図 4.3.5 は、地域気候モデルによる 20 世紀末と 21 世紀末の 1 時間降水量 50mm 以上の年間発

生回数の差の分布を示したものである。降水は気温に比べて地点ごとの変化予測は不確実性が大

きいため、地点別の変化傾向にとらわれず、沖縄県の全般的な変化傾向として認識していただき

たい。 

 

 
沖縄県における 1 時間降水量
50mm 以上の年間発生回数の
変化（回）（１地点あたり） 

年 

RCP8.5 シナリオ 1.1±1.3 

RCP2.6 シナリオ 1.4±1.8 

図 4.3.4 及び付表 沖縄県における 1時間降水量 50mm 以上の年間発生回数の変化（１地点あた

り） 

地域気候モデルによる 21 世紀末と 20 世紀末との差を統計的に処理し、21 世紀末の 4 メンバー平均の発生

回数（バイアス補正済み）を表す。灰色の棒グラフは 20 世紀末の発生回数、赤い棒グラフは RCP8.5 シナリ

オ、青い棒グラフは RCP2.6 シナリオによる平均発生回数、細い縦線はそれぞれの年々変動の幅を表している。

ただし、20 世紀末の結果には補正後も依然としてバイアスが残っており、実際の観測値と異なることに注意。

付表はそれらの各数値を「将来変化量±標準偏差」で示し、その将来変化量が有意水準 90%で有意に増加（減

少）する場合は、黄色の項目で青字（赤字）としている。 
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図 4.3.5 1 時間降水量 50mm 以上の年間発生回数の将来変化 
 地域気候モデルによる 21 世紀末と 20 世紀末との差（バイアス補正済み）。変化傾向（増減）が 4 メンバー

とも一致した地点のみそれらの平均値を表示している。（20 世紀末と 21 世紀末）のいずれも現象の発生がゼ

ロの場合は表示していない）。地点別の変化傾向にとらわれず、沖縄県の全般的な変化傾向として認識してい

ただきたい。 

 

  

回 
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（4）無降水日数 

図 4.3.6 及び付表は、地域気候モデルによる沖縄県の 20 世紀末と 21 世紀末における無降水日

（「日降水量が 1mm 未満の日」と定義する）の年間日数の差を示したもので、RCP8.5 シナリオ

では有意に増加し、21 世紀末の無降水日の年間日数は、20 世紀末より約 8 日増加する。無降水

日が増加する要因としては、気温の上昇に伴って、大気が水蒸気を保持する上限（飽和水蒸気量）

が増加し、一度の降水イベントでもたらされる降水量は増加する一方、飽和に達するまでにより

長い時間が必要になることが指摘されている（Giorgi et al., 2011, Trenberth 2011）。無降水日

数の増加によって、干ばつのリスクの増大が懸念される。 

図 4.3.7 は、地域気候モデルによる 20 世紀末と 21 世紀末における無降水日の年間日数の差の

分布を示したものである。降水は気温に比べて地点ごとの変化予測は不確実性が大きいため、地

点別の変化傾向にとらわれず、沖縄県の全般的な変化傾向として認識していただきたい。 

なお RCP2.6 シナリオでは、将来変化する方向が 4 メンバーで一致しないため、結果とそのグ

ラフを表示しない。 

 

 
1 地点あたりの無降水日数の

将来変化（日） 
年 

沖縄県 8.1±12.1 

図 4.3.6 及び付表 沖縄県における 1地点あたりの無降水日数の将来変化 

地域気候モデルによる 21 世紀末と 20 世紀末との差を統計的に処理し、21 世紀末の 4 メンバー平均の変化

量（バイアス補正済み）を表す。赤い棒グラフは RCP8.5 シナリオによる変化量、20 世紀末の値を基準（0）

として左側に示している。細い縦線はそれぞれの年々変動の幅（左：20 世紀末、右：21 世紀末）を表してい

る。付表はその数値を「将来変化量±標準偏差」で示し、その将来変化量が有意水準 90%で有意に増加（減少）

する場合は、黄色の項目で赤字（青字）としている。RCP2.6 シナリオでは、将来変化する方向が 4 メンバー

で一致しないため、結果とそのグラフを表示しない。 
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図 4.3.7 無降水日の年間日数の将来変化 
 地域気候モデルによる 21 世紀末と 20 世紀末との差（バイアス補正済み）。変化傾向（増減）が 4 メンバー

とも一致した地点のみそれらの平均値を表示している。（20 世紀末と 21 世紀末のいずれも現象の発生がゼロ

の場合は表示していない）。地点別の変化傾向にとらわれず、沖縄県の全般的な変化傾向として認識していた

だきたい。 

 

 

日 
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コラム８  ●○●○●○●○●○●○●○●○●○●○●○●○●○●○●○ 

気候変動適応法 

 

気候変動に関する政府間パネル（IPCC）第 5 次評価報告書（IPCC, 2013）において、1950 年

代以降に観測された変化の多くは、それ以前の数千年間にわたり前例がないものであること、ま

た既に気候変動は自然及び人間社会に影響を与えており、今後、地球温暖化が更に進行すると、

深刻で広範囲にわたる不可逆的な影響が生じる可能性が高まることが指摘されていた。 

我が国においても地球温暖化の進行に伴い、気温の上昇や降水の変化などの気候変動、海面水

位の上昇や海洋酸性化などが一層進行する可能性があると予測され、重大な気象災害の発生や食

糧生産、国民の健康など様々な面に影響が及ぶことが予想されている。このため、温室効果ガス

の排出の抑制等を行う「緩和」の取組を着実に進めるとともに、既に現れている影響や今後中長

期的に避けることのできない影響に対する「適応」の取組を計画的に進めることが不可欠となっ

ている。 

こうした気候変動による様々な影響に対し、政府全体として整合の取れた取組を総合的かつ計

画的に推進するために、2015 年 11 月に「気候変動の影響への適応計画」が閣議決定され、気候

変動への適応を法的に位置付けて一層の推進を図るために、2018 年 6 月に「気候変動適応法」9が

成立し、同年 12 月に施行された。 

気候変動適応法は、国、地方公共団体、事業者及び国民が気候変動への適応を推進するために

担うべき役割をそれぞれ明確にしている。政府は気候変動適応計画を定め、都道府県及び市町村

はこれに基づいて地域気候変動適応計画の策定に努め、気候変動の影響及び適応に関する情報の

収集と提供を行う拠点（地域気候変動適応センター）としての機能を担う体制の確保に努めるこ

ととなった（図 C.9）。 

 地域気候変動適応センターは、2022 年 1 月現在 36 の都道府県、3 つの政令指定都市、7 つの

市区町村で設置されている（複数の地方公共団体が共同で設置した場合は 1 件と数えるため、合

計のセンター数は 45）。現時点で未設置の自治体においても設置に向けた協議が進められている。 

 IPCC 第 6 次評価報告書第 1 作業部会報告書では、「より一層の地球温暖化に伴い、全ての地

域において、気候的な影響駆動要因（CIDs）の同時多発的な変化が益々経験されるようになると

予測される。1.5℃の地球温暖化と比べて 2℃の場合には、いくつかの CIDs の変化が更に広範囲

に及ぶが、この変化は、温暖化の程度が大きくなると益々広範囲に及ぶとともに顕著になるだろ

う」（C.2）としており、影響は温暖化の進行の程度に依存すると理解されていて、更に排出量が

多いシナリオに沿った将来では、より大きな影響がもたらされると指摘されている。 

同時多発的な変化のうち、特に「大雨及び関連する洪水が激化し、より頻繁になると予測され

る（確信度が中程度～高い）」（C.2.3）ことや「平均降水量の増加（確信度が高い）」（C.2.3）、

「熱帯低気圧の強度や温帯低気圧の強化（確信度が中程度～高い）」（C.2.4）などは、沖縄地方

を含む日本において地球温暖化の進行に伴って増加する懸念であり、十分な「適応」を模索する

必要があると考えられる。 

                                                   
9 環境省ホームページ 気候変動への適応 

https://www.env.go.jp/earth/tekiou.html 
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図 C.9 気候変動適応法の概要 

環境省ホームページ（https://www.env.go.jp/earth/tekiou/tekiouhou_gaiyou.pdf）より引用。 
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付録 

A.1 世界と日本の気候変動 

A.1.1 気温 

 

世界の年平均気温は、100 年あたり 0.73℃（統計期間：1891～2021 年）の割合で上昇してい

る（図 A.1.1.1）。2021 年における世界の年平均気温の基準値（1991〜2020 年平均値）との差は

+0.22℃で、1891 年の統計開始以降 6 番目に高い値となった。最近の 2014 年から 2021 年までの

値が上位 8 番目までを占めている。 

日本の年平均気温は、100 年あたり 1.28℃（統計期間：1898～2021 年）の割合で上昇してい

る（図 A.1.1.2）。2021 年における日本の年平均気温の基準値（1991〜2020 年平均値）との差は

+0.61℃で、2019 年の+0.92℃に次いで、1898 年の統計開始以降 3 番目に高い値となった。特に

1990 年代以降、高温となる年が頻出している。 

近年、世界と日本で高温となる年が頻出している要因としては、二酸化炭素などの温室効果ガ

スの増加に伴い地球規模で気温が長期的に上昇する地球温暖化の影響が考えられ、全球で大気全

体の温度が高くなっていることが考えられる。また、世界と日本の平均気温は、エルニーニョ現

象等の数年～数十年程度の時間規模で繰り返される自然変動の影響も受けて変動していると考え

られる。 

  

○ 世界の年平均気温は、100 年あたり 0.73℃の割合で上昇している。 

○ 日本の年平均気温は、100 年あたり 1.28℃の割合で上昇している。 
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図 A.1.1.1 世界の年平均気温の偏差の経年変化（1891～2021 年） 
細線（黒）：各年の平均気温の基準値からの偏差。基準値は 1991～2020 年の 30 年平均値。 

太線（青）：偏差の 5 年移動平均。 

直線（赤）：長期的な変化傾向。 

気象庁ホームページ（https://www.data.jma.go.jp/cpdinfo/temp/an_wld.html）より。 

 

 

図 A.1.1.2 日本の年平均気温の偏差の経年変化（1898～2021 年） 
細線（黒）：各年の平均気温の基準値からの偏差。基準値は 1991～2020 年の 30 年平均値。 

太線（青）：偏差の 5 年移動平均。 

直線（赤）：長期的な変化傾向。 

気象庁ホームページ（https://www.data.jma.go.jp/cpdinfo/temp/an_jpn.html）より。 
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A.1.2 降水量 

 

世界の年降水量偏差を図 A.1.2.1 に示す。世界の年降水量は、明瞭な長期変化傾向はみられな

い。日本の年降水量偏差を図 A.1.2.2 に示す。日本の年降水量は、明瞭な長期変化傾向はみられ

ないが、1898 年の統計開始以降、年ごとの変動が大きい状態が続いている。 

 

 

図 A.1.2.1 世界の年降水量偏差の経年変化（1901～2021 年） 
太線（青）：偏差の 5 年移動平均。基準値は 1991～2020 年の 30 年平均値。 

気象庁ホームページ（https://www.data.jma.go.jp/cpdinfo/temp/an_wld_r.html）より。 

 

図 A.1.2.2 日本の年降水量偏差の経年変化（1898～2021 年） 
太線（青）：偏差の 5 年移動平均。基準値は 1991～2020 年の 30 年平均値。 

気象庁ホームページ（https://www.data.jma.go.jp/cpdinfo/temp/an_jpn_r.html）より。 

○ 世界の年降水量及び日本の年降水量には、明瞭な長期変化傾向はみられない。 

○ 日本の年降水量は、年ごとの変動が大きくなっている。 
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A.1.3 海面水温 

 

ここでは、100 年以上にわたる海面水温及び海上気象の観測データを用いた全球の海面水温客

観解析（気象庁, 2006）で得られた 1891 年から 2021 年までの海面水温データを基に、年平均海

面水温（全球平均）の長期変動、長期変化傾向について記述する。 

図 A.1.3.1 に年平均海面水温（全球平均）の平年差の経年変化を示す。海面水温は、1910 年頃

から 1940 年頃にかけてと、1970 年代半ばから 2000 年前後にかけて明瞭な上昇傾向、1940 年代

から 1970 年代半ばにかけてと、2000 年前後から 2010 年代前半にかけて横ばい傾向となってい

る。そのような十年から数十年規模の変動を繰り返しながら長期的には上昇する傾向（地球温暖

化）にあり、1891 年から 2021 年までの変化率（図 A.1.3.1 の直線）は 100 年あたり 0.56℃の上

昇となっている。2021 年の年平均海面水温（全球平均）の平年差は＋0.13℃で、統計を開始した

1891 年以降 6 番目に高い値だった。こうした海面水温の変動は、陸域における地上気温の変動と

おおむね同じ傾向を示している。年平均海面水温（全球平均）の長期変化傾向（+0.56℃/100 年）

は、陸域における地上気温の上昇率（+0.85℃/100 年。統計期間：1880～2021 年）より小さい値

となっている。 

 

 図 A.1.3.1 年平均海面水温（全球平均）の平年差の経年変化（1891～2021 年） 
細線（黒）は年ごとの値、太線（青）は 5 年移動平均値、直線（赤）は長期変化傾向を

表す。平年値は 1991～2020 年の 30 年平均値。 

○ 2021 年の年平均海面水温（全球平均）の平年差は+0.13℃で、統計を開始した 1891 年以降

6番目に高い値だった。 

○ 年平均海面水温（全球平均）の長期変化傾向は+0.56℃/100 年で、陸域における地上気温の

上昇率より小さい。 
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海洋の内部についても温暖化は進行しており、全球の海面から水深 2000m における海洋貯熱量

は、1955 年から 2021 年の間に約 45×1022J 増加し（気象庁、図 A.1.3.2）、2021 年時点の海洋

貯熱量は上記期間において過去最大となっている。この間、海面から水深 2000m までの平均水

温は 0.16℃上昇した。海洋貯熱量の増加率は 1990 年代半ば以降はそれ以前より大きくなってい

る。地上気温及び海面水温の変化が比較的小さかった 2000年前後から 2010年代前半にかけても、

海洋貯熱量は継続的に増加した（気象庁、図 A.1.3.3）。IPCC 海洋・雪氷圏特別報告書(2019)で

は、海洋の温暖化は人間活動の直接的な結果であると指摘されている。 

 

図 A.1.3.2 海洋貯熱量の 1955 年からの増加量 
水色の陰影は海面から水深700mまで、紺色の陰影は水深700mから 2000mまでの貯熱量を示し、

一点鎖線は海面から水深 2000m までの解析値の 95%信頼区間を示す。 

 

 

図 A.1.3.3 全球平均地上気温と海洋貯熱量の比較（1955～2019 年） 
全球平均の地上気温の平年差（上段）と海洋貯熱量の平年差（下段）を示す(1955～2019 年)。

平年値は 1981-2010 年の 30 年平均値（本資料については作成された当時使用の平年値を基準

としたものをそのまま使用している）。 
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A.1.4 海面水位 

 

季節を越えるような長期間にわたって平均した海面の高さを「海面水位」という。海面水位は、

海洋の熱膨張、山岳氷河や南極・グリーンランドの氷床の変化、陸域の貯水量の変化といったさ

まざまな要因で変化する。気候変動に関する政府間パネル（IPCC）第 6 次評価報告書第 1 作業部

会報告書（2021 年）は 「世界平均海面水位は、1901～2018 年の期間に 0.20［0.15～0.25］m

上昇した。その平均上昇率は、1901～1971 年の間は 1 年あたり 1.3 [0.6～2.1] mm だったが、1971

～2006 年の間は 1 年あたり 1.9［0.8～2.9］mm に増大し、2006～2018 年の間には 1 年あたり

3.7［3.2～4.2］mm 増大した（確信度が高い）。少なくとも 1971 年以降に観測された世界平均

海面水位の上昇の主要な駆動要因は、人間の影響であった可能性が非常に高い」としている。こ

のような海面水位の上昇は、海岸保全施設（沿岸防災施設）の機能と安定性の低下をもたらし、

高潮、高波、異常潮位などの沿岸災害の激化が予想されるほか、海岸浸食や沿岸湿地喪失などに

よる沿岸生態系・淡水生態系への影響も懸念される。 

海面水位の長期変化を評価するためには、できるだけ長期間にわたって地盤変動の小さい地点

を選択する必要がある。気象庁では、日本沿岸について図 A.1.4.1 に示すとおり 1906 年から 1959

年までは 4 地点（左図）を、1960 年以降は 16 地点（右図）を選択している。前者については地

点毎に求めた年平均海面水位の平年差を 4 地点で平均した値を日本沿岸の長期的な海面水位の評

価に用いている。後者については、海域特性の影響を軽減するために、まず 16 地点を長期変動パ

ターンの類似している 4 海域に分け、海域毎に求めた年平均海面水位の平年差を 4 海域で平均し

た値を日本沿岸の長期的な海面水位の評価に用いている（平年差は 1991～2020 年の平均値から

の差を表す）。 

 
図 A.1.4.1 日本沿岸の長期的な海面水位の評価に用いている観測地点 

 

 

○ 日本沿岸の海面水位は、1980 年代以降、上昇傾向がみられる。 

○ 1906～2021 年の期間では上昇傾向はみられない。 

○ 全期間を通して 10 年から 20 年周期の変動（十年規模の変動）が、また 50 年を超えるよう

な長周期の変動がみられる。 
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図 A.1.4.2 日本沿岸の海面水位変化 

 

このようにして求めた日本沿岸の海面水位の変化を図 A.1.4.2 に示す。 

日本沿岸の海面水位は、1980 年代以降、上昇傾向がみられる。1906～2019 年の期間では有意

な上昇傾向はみられない。また、全期間を通して 10 年から 20 年周期の変動（十年規模の変動）

と 50 年を超えるような長周期の変動がある。2021 年の日本沿岸の海面水位は、平年値（1991～

2020 年平均）と比べて 71mm 高く、統計を開始した 1906 年以降で最も高い値であった。 

また、1960～2020 年までの海面水位の変化を海域別に見た場合、北陸～九州の東シナ海側で

他の海域に比べて大きな上昇傾向がみられる。 

全期間を通してみられる十年規模の変動は、主に北太平洋の偏西風の強弱や南北移動を原因と

し、1950 年頃にみられる 50 年を超えるような長周期の変動のピークについては、アリューシャ

ン低気圧の勢力の衰退と対応していることが数値モデルを用いた解析により明らかになっている。 

また、海面水位の変動と表層水温の変動には良い対応がみられ、特に南西諸島でよく一致してい

る。 

IPCC 第 6 次評価報告書第 1 作業部会報告書（2021 年）とほぼ同じ期間で日本沿岸の海面水位

の変化を求めると、1906～2010 年の期間では明瞭な上昇傾向はみられなかった。 一方、2006～

2018 年の期間では上昇傾向はみられなかった。一方、2006～2018 年の期間で 1 年あたり 2.9[0.8

～5.0]mm の割合で上昇した。近年だけで見ると、日本沿岸の海面水位の上昇率は、世界平均の

海面水位の上昇率と同程度になっている。 

ただし、日本沿岸の海面水位は、地球温暖化のほか地盤変動や海洋の十年規模の変動など様々

な要因で変動しているため、地球温暖化の影響がどの程度現れているのかは明らかではない。地

球温暖化に伴う海面水位の上昇を検出するためには、地盤変動の影響も含めて引き続き監視が必

要である。 

 

  

 1906 年から 1959 年までは、地点ごとに求めた年平均海面水位の平年差を 4 地点で平均した値（白丸・黒破線）

の推移、1960 年以降については、4 海域ごとに求めた年平均海面水位の平年差の平均値（白三角・黒線）の推移

を示す。1991 年から 2020 年までの期間で求めた平年値を 0 とする。青線は 4 地点平均の平年差の 5 年移動平均

値（1960 年以降の 5 年移動平均値を青破線で示す）、赤線は 4 海域平均の平年差の 5 年移動平均値を示す。 
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A.2 観測データの取扱い 

A.2.1 気象 

（1）地域平均をとる場合の地点の選択 

「沖縄地方平均」といったある程度まとまった地域単位で平均を取ることは、局所的な気候特

性を取り除いて地球温暖化や広域の気候の変化に関する状況・影響を把握する上で有効な手段で

あるが、その利用には注意が必要である 

例えば、「気温」に関するデータであっても、「年平均気温」のような平均値なのか、「真夏

日の日数」のようなあるしきい値を設定した出現回数なのかなど、統計を取るデータによって利

用できる期間が観測地点ごとに異なる。気温に関する階級別の要素のように、観測所の移転等に

よって統計を接続できない要素があるため、本レポートでは、気候の長期変化傾向をみるために、

本来7地点で平均するものを比較的長い統計期間を確保できる5地点のみで平均したものがある。 

本レポートで「沖縄地方平均」を求める際に利用した地点と統計期間は以下の表のとおり。 

 

要素 沖縄地方平均 

年、季節平均気温＊ 
統計期間：1946～2021 年 

那覇・名護・久米島・宮古島・石垣島・西表島・与那国島（7 地点） 

日最高気温、日最低気温の

年、季節平均値＊ 

統計期間：1946～2021 年 

那覇・名護・久米島・宮古島・石垣島・西表島・与那国島（7 地点） 

月平均気温の異常高温、異常

低温の出現数 

統計期間（年・春・夏・秋）：1967～2021 年 

那覇・久米島・宮古島・石垣島・与那国島（5 地点） 

真夏日、熱帯夜の日数 
統計期間：1959～2021 年 

那覇・久米島・宮古島・石垣島・与那国島（5 地点） 

年、季節降水量 
統計期間：1946～2021 年 

那覇・名護・久米島・宮古島・石垣島・西表島・与那国島（7 地点） 

月降水量の異常多雨、異常少

雨の出現数 

統計期間：1967～2021 年 

那覇・名護・久米島・宮古島・石垣島・西表島・与那国島（7 地点） 

日降水量 100mm以上、1mm以

上の発生回数 

統計期間：1967～2021 年 

那覇・名護・久米島・宮古島・石垣島・西表島・与那国島（7 地点） 

アメダス地点の１時間降水量

30mm、50mm 以上の発生回数 

統計期間：1976～2021 年 

沖縄県内の全地点 

＊は観測所の移転の影響を補正した値を使用 

 

  

表 A.2.1.1 「沖縄地方平均」を求める際に利用した地点と統計期間 
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（2）統計期間と気温の補正 

（統計期間） 

沖縄地方においては、100 年以上の長期にわたって観測しているのは、那覇と石垣島しかない。

気象庁がホームページ等で「地域平均」の統計を開始している 1946 年を「統計開始年」とし、

宮古島・西表島・与那国島・久米島・名護についてそれぞれ統計を開始した年から順次地域平均

に加えている。このため、全ての地点のデータがそろうのは、1967 年以降となる。 

 

（長期変化傾向の単位） 

100 年あたりの変化傾向として換算して示している。ただし、異常高温（低温）及び異常多雨

（少雨）の発生回数は 50 年あたりの、階級別の日数の変化傾向は 10 年あたりの変化傾向に換算

している。 

 

（移転による補正） 

観測所の移転があった場合、年・季節・月平均気温、日最高・最低気温の年・季節・月平均値

については、移転の影響を補正（大野ほか, 2011（https://www.jma.go.jp/jma/kishou/books/sokkou/78/vol

78p031.pdf））して統計を取っている。それ以外の要素について、移転をまたいだ統計を行うこと

が妥当でない気象要素のデータ（例えば、真夏日の日数など）は地域平均や長期変化傾向の統計

から除外している。 

 

（3）気温及び降水量の偏差の算出方法 

2021 年 5 月より、1991～2020 年平均値（9120 平年値）を基準とした「偏差」を使用するよ

うに変更した。生物季節観測については、2020 年 12 月をもって観測を終了した種目についても

9120 平年値を基準としたものに変更した。 

 

（4）異常高温（低温）及び異常多雨（少雨）の定義と計算方法 

一般に、「異常気象」とは、過去に経験した現象から大きく外れた現象で、人が一生の間にま

れにしか経験しない現象をいう。気象庁では「ある場所（地域）において 30 年に 1 回程度発生す

る現象」を異常気象としている。 

気温の異常値に関しては、月ごとに 1991～2020 年の平均値（平年値）と標準偏差を求め、各

月の平年値からの差が標準偏差の 1.83 倍以上高く（低く）なった場合を異常高温（異常低温）と

した。気温平年差の出現頻度が正規分布に従うとすると、標準偏差の 1.83 倍以上の値が出現する

割合は 30 年に 1 回以下となる。 

降水量の異常値に関しては、月ごとに 1991～2020 年の月降水量の最大値と最小値を求め、そ

の最大値以上の降水量となった場合を異常多雨、最小値以下の降水量となった場合を異常少雨と

した。降水量データは正規分布に従わないことが多いため、こうした方法がとられる。なお、基

準となる最小値が 0mm である地点・月については、発生数の統計に利用していない。 

 

（5）長期変化傾向の統計方法と本文中における統計的有意性の表現について 

長期的な変化やある期間と別の期間との平均値に違いがあるかどうかについては、「ただの偶

然」なのか、そうではなく「偶然である確率が十分に低く意味がある変化」なのかということを
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明確にするため、正規分布を仮定した検定という作業を行う。偶然である確率が十分に低ければ、

その変化は偶然である可能性を否定することが合理的である。この場合、その変化には統計的に

意味があるという意味で、「有意である」という言葉を使う。この「有意である」という判断基

準として、「有意水準」（危険率という場合もある）を使う。ある変化が起きる確率がこの有意

水準より小さければ、その変化は単なる偶然で起きたものではなく、統計的に意味のある変化と

いうことになる。本レポートの第 2 章では、この有意水準を 5%とし、本文中で単に「有意」で

あると記述している場合は、「有意水準 5%で統計的に有意」であることを指している。 

沖縄地方の地上観測データについて、長期変化傾向は、最小二乗法による線形回帰によって求

め、有意水準 5%で有意である場合に、変化傾向が有意であるとみなした。ただし、ダービン・ワ

トソン検定（久米・飯塚, 1987）により、地上観測データに 1 次の系列相関（長期変化傾向を除

いたデータで、現在のデータと時間的に 1 つ前のデータとの間に相関があることをいう）がある

と判定された場合は、1 次の系列相関の影響を考慮した最小二乗法であるプレイス・ウィンステ

ィン法（Prais and Winsten, 1954）により計算した傾きでもって、変化傾向を再評価した。 

観測データには、異常高温の日数などデータ数が少ないために正規分布を仮定することが必ず

しも妥当でないデータがある。また、最小二乗法ではデータの始まりや終わり付近の値の影響を

受けやすい。このため、データの分布に正規性を仮定している最小二乗法とともに、分布の形を

仮定しない、いわゆるノンパラメトリック検定と言われる修正マン・ケンドール法（Hamed and 

Rao, 1998）を併用し、両方ともに有意である場合に、有意であるとみなした。本レポートでの適

用は、表 A.2.1.2 のとおりである。 

なお、本文中で単に「有意」であると記述している場合は、「有意水準 5%で統計的に有意」で

あることを指している。 
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最小二乗法 

プレイス・ウィンス

ティン法 

修正マン・ケ

ンドール法 

年、季節平均気温 ○ ○ － 

日最高気温、日最低気温の年、

季節平均値 
○ ○ － 

年、季節降水量 ○ ○ － 

真夏日、熱帯夜の日数 ○ ○ ○ 

日降水量 100mm 以上、1mm

以上の日数 
○ ○ ○ 

アメダス地点の 1 時間降水量

30mm 以上、50mm 以上の発

生回数 

○ ○ ○ 

台風の発生数、接近数 ○ ○ ○ 

「強い」勢力以上の接近台風

の数、割合 
○ ○ ○ 

生物季節観測日 ○ ○ ○ 

 

（6）都市化の影響について 

地球温暖化の影響をみるためには都市化の影響を取り除く必要があり、A.1 の日本の平均気温

の計算では、都市化の影響が比較的少ない 15 地点（石垣島が含まれる）が対象となっている。 

しかし、本レポートの第 2 章では、沖縄地方平均を求める際に、都市化の影響は特に考慮して

いない。都市化の影響の少ない地点でかつ統計期間が長い地点に限定すると、統計に使用できる

地点数が減少し、地域全体の特性を反映できないおそれがあるためである。したがって、本書で

計算した気温の長期変化傾向などには、地球温暖化だけでなく、都市化の影響や自然変動なども

含まれたものとなっている。 

  

表 A.2.1.2 本レポートでの検定の適用 
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A.2.2 海洋 

（7）海面水温の平均値の算出について 

本レポートに用いた海面水温の平均値は、船舶やブイなどにより現場で観測されたデータを品

質管理したものを用いて、クラスター分析で分類した海域ごとに算出したものである（算出方法

の詳しい内容については、高槻ほか（2007）を参照）。 

本レポートで扱った海域は、図 A.2.2.1 のうち、東シナ海南部、先島諸島周辺、沖縄の東の 3

海域である。 

 

 

 

図 A.2.2.1 日本近海の海域区分 

 

（8）海面水温の統計期間 

東シナ海南部及び先島諸島周辺は 1901～2021 年、沖縄の東は 1911～2021 年である。 

 

（9）長期変化傾向の統計方法と本文中における統計的有意性の表現について 

海面水温と海面水位の長期変化傾向は、最小二乗法による線形回帰によって求めた。 

海面水温の統計的有意性については、線形回帰とマン・ケンドール法による有意性の検定を有

意水準 1%、5％、10%の順に行い、両方ともに有意性が認められた水準において有意であるとみ

なした。 

海面水位の変化傾向については、有意水準 5%での有意性の検定と、修正マン・ケンドール法に

よる有意性の検定をおこない、両方ともに有意性が認められたものについてのみ有意であるとみ

なした。 
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A.3 観測地点  

 

図 A.3.1 気象台、特別地域気象観測所と地域気象観測所（アメダス）の配置図 

沖縄県内において観測を実施している地点（2022 年 3 月現在） 
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A.4 用語一覧 

IPCC ：

Intergovernmental 

Panel on Climate 

Change 

（気候変動に関する政

府間パネル） 

世界気象機関（WMO）と国連環境計画（UNEP）により、昭和 63 年

（1988）に設立された。各国の科学者や専門家で組織され、気候変動

の（1）科学的評価、（2）影響・適応策の評価、（3）緩和策の社会的・

経済的側面の評価をおこない報告書にとりまとめている。その報告書

の内容は、地球温暖化に関する条約交渉の際などに、共通認識の情報

として取り扱われている。これまで、1990 年に第 1 次、1995 年に第 2

次、2001 年に第 3 次、2007 年に第 4 次、2013 年に第 5 次の気候変動

に関する評価報告書が取りまとめられている。 

異常気象 一般に過去に経験した現象から大きく外れた現象で、人が一生の間に

まれにしか経験しない現象をいう。大雨や強風等の激しい数時間の気

象から数か月も続く干ばつ、冷夏などの気候の異常も含まれる。気象

庁では、過去 30 年間に観測されなかったような値を観測した場合を異

常気象と定義している。 

異常気象レポート 気象庁では、国内外の長期間の気候状態などに関する観測・監視結果

や最新の予測結果などを総合的に解析して、昭和 49（1974）年以降ほ

ぼ 5 年ごとに「近年における世界の異常気象と気候変動－その実態と

見通し－」（通称：異常気象レポート）を刊行し、異常気象、地球温暖

化などの気候変動、エーロゾルなどの地球環境の現状や変化の見通し

についての見解を公表してきた。8 回目となる「異常気象レポート

2014」が最新版である。 

海面水温 

 

大気と海洋の境界（海面）の水温のこと。通常、数十 cm～10m 深の水

温を観測し、海面水温としている。 

沖縄地方平均 本レポートでは、沖縄県の気温や降水量の解析においては、気候特性

が他の地点とは異なる大東島地方（南大東島）を除く、那覇・名護・

久米島・宮古島・石垣島・西表島・与那国島の 7 地点の観測値を用い

る。この 7地点の平均値を「沖縄地方平均」と呼ぶ。 

「沖縄県」と「沖縄」、

「沖縄地方」 

本レポートでは、沖縄県の台風の接近数などの解析には、沖縄本島地

方、宮古島地方、八重山地方の各地点に加えて南大東島のデータも使

用しており、その場合には「沖縄県」と表記している。また、単に「沖

縄」という場合は、特に区別はなく、沖縄県全体を指している。また、

「沖縄地方」は原則として南大東島のデータを含まないが、気象庁部

内の共有ツールで作成した資料の一部においては、「沖縄地方」が「沖

縄県」と同じ意味で使用されている場合がある。 

季節をあらわす用語 春（3～5 月）、夏（6～8 月）、秋（9～11 月）、冬（12～2 月）。ただし、

3.1 海面水温の季節別経年変化では、海面水温の 1 年間の時系列変化の

特性から、春（4～6 月）、夏（7～9 月）、秋（10～12 月）、冬（1～3

月）としている。 
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全球 地球全体 

台風 熱帯の海上で発生する低気圧を「熱帯低気圧」と呼ぶが、このうち北

西太平洋（赤道より北で東経 180 度より西の領域）又は南シナ海に存

在し、かつ低気圧域内の最大風速（10 分間平均）がおよそ 17m/s（34

ノット、風力 8）以上のものを「台風」と呼んでいる。 

台風の沖縄県への接近 台風の中心が、沖縄県内のいずれかの気象官署（気象台、特別地域気

象観測所）から 300km 以内に入った場合を接近という。 

平年値 現在の気候における平均的な気候状態を表す値。特に断りのない限り、

本書では 1991～2020 年の 30 年間の平均値を平年値として使用する。 

偏差 長期的な気候変化の監視のために、特定の年代を基準とした、その基

準からの変化量。基準となる年代の取り方には任意性があるが、特に

断りのない限り、本書では刊行時点における平年値の期間である 1991

～2020 年の 30 年間の平均値を基準とする。平年値と期間は同じだが、

意味が異なる。 

長期変化（傾向） A.2.1 の（4）項及び A.2.2 の（3）で解説した統計的手法の結果に基づ

いて、線形回帰直線の傾きについて記述するときにのみ用いる。 

「変動」と「年々変動」 年々の値と 5年移動平均を示した図では、単に「変動」という場合は、

5 年移動平均に対して用いる。年々の値について言う場合は、「年々の

変動」のように違いを明記して用いている。 
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